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             主         文 

１ 被告中部プラントサービス及び被告太平電業は，連帯して，原告 Ａ 

に対し，１４１０万３８５８円及びこれに対する平成１７年６月８日から

支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 被告中部プラントサービス及び被告太平電業は，連帯して，原告 Ｂに

対し，１９００万７７３５円及びこれに対する平成１７年６月８日から支

払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 被告中部プラントサービス及び被告太平電業は，連帯して，原告 Ｃに

対し，１９００万７７３５円及びこれに対する平成１７年６月８日から支

払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

４ 原告らの被告中部電力に対する請求をいずれも棄却する。 

５ 原告 Ａ の被告中部プラントサービス及び被告太平電業に対するそ

の余の請求をいずれも棄却する。 

６ 訴訟費用のうち，原告 Ａ に生じた費用の５分の１，原告 Ｂに生じ

た費用の２分の１，原告 Ｃに生じた費用の２分の１及び被告中部プラン

トサービスに生じた費用の１０分の７を被告中部プラントサービスの負

担とし，原告 Ａ に生じた費用の５分の１，原告 Ｂに生じた費用の２

分の１，原告 Ｃに生じた費用の２分の１及び被告太平電業に生じた費用

の１０分の７を被告太平電業の負担とし，原告 Ａ に生じたその余の費

用，被告中部プラントサービスに生じた費用の１０分の３，被告太平電業

に生じた費用の１０分の３及び被告中部電力に生じた費用の２分の１を

原告 Ａ の負担とし，被告中部電力に生じた費用の４分の１を原告 Ｂ

の負担とし，被告中部電力に生じた費用の４分の１を原告 Ｃの負担とす

る。 

７ この判決は，第１項，第２項及び第３項に限り，仮に執行することがで
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きる。 

             事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求める裁判 

 １ 請求の趣旨 

（１）被告らは，連帯して，原告 Ａ に対し，３８０１万５４７０円及びこれ

に対する平成１７年６月８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支

払え。 

（２）被告らは，連帯して，原告 Ｂ及び原告 Ｃに対し，各１９００万７７３

５円及びこれに対する平成１７年６月８日から各支払済みまで年５分の割合

による金員を支払え。 

（３）訴訟費用は，被告らの負担とする。 

（４）（１），（２）につき仮執行宣言 

 ２ 請求の趣旨に対する被告らの答弁 

 （１）原告らの請求をいずれも棄却する。 

 （２）訴訟費用は，原告らの負担とする。 

第２ 事案の概要 

 本件は，有限会社野口工業（以下「野口工業」という。）の従業員として被

告中部電力の浜岡原子力発電所（以下「浜岡原発」という。）においてメンテ

ナンス業務に従事していた      Ｄ        が腹膜原発悪性

中皮腫により死亡したことについて， Ｄの妻子である原告らが， Ｄは被告

らの安全配慮義務違反又は被告中部電力が所有する工作物である浜岡原発の

瑕疵によるアスベストばく露によって死亡したと主張して，被告らに対し，債

務不履行又は不法行為（被告中部電力につき民法７０９条，７１７条，その余

の被告につき民法７０９条）による損害賠償として，原告ら合計で７６０３万

０９４０円及びこれに対する遅延損害金の支払を請求する事案である。 
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 １ 前提事実（争いのない事実並びに証拠及び弁論の全趣旨によって容易に認め

られる事実） 

 （１）当事者等 

   ア  Ｄについて 

   Ｄは，昭和４１年２月２５日に出生し，同６１年９月２９日，野口工

業に入社した。 Ｄは，平成１７年６月８日，腹膜原発悪性中皮腫により

死亡した。 

   イ 原告らについて 

 （ア）原告 Ａ は， Ｄの妻である。 

 （イ）原告 Ｂ及び原告 Ｃは， Ｄの子である。 

  ウ 被告らについて 

 （ア）被告中部電力について 

      被告中部電力は，静岡県を含む中部５県において電気事業を営む株式

会社であり，静岡県御前崎市     ａ番地に浜岡原発を所有して，

昭和５１年３月より原子力発電の営業運転を開始している。 

 （イ）被告中部プラントサービスについて 

 被告中部プラントサービスは，火力・原子力発電所の建設・補修工事・

運転関係業務，機械・電気・管工事等を業とする株式会社である。被告

中部プラントサービスは，被告中部電力から浜岡原発のメンテナンス業

務を継続的に請け負っていた。 

（ウ）被告太平電業について 

 被告太平電業は，原子力発電所等各種発電所の建設及び補修工事を業

とする株式会社である。被告太平電業は，被告中部プラントサービスか

ら浜岡原発のメンテナンス業務を継続的に請け負っていた。 

 （エ）野口工業について 
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 野口工業は，被告太平電業から浜岡原発のメンテナンス業務を継続的

に請け負っていた。 

 （２）浜岡原発の設備について 

  ア 浜岡原発には，１号機から５号機まで五つのプラントが存在する。 

  イ 発電の中心となる原子炉においては，地震や津波等の自然災害によって

自動停止した後においても燃料の中に蓄積された核分裂生成物によって

余熱が発生することから，原子炉及びその周辺機器が熱に耐え切れずに損

傷する危険を回避するため，余熱を冷やす設備が設けられている。 

     上記設備として，①原子炉建屋内に設置された「余熱除去ポンプ」によ

り，冷却用配管に水を送り込み，原子炉圧力容器等の原子炉自体の余熱を

冷却する「余熱除去系」と呼ばれる設備（以下，配管等の付属設備を含め

て「余熱除去ポンプ」という。）と，②原子炉建屋外に設置された「原子

炉機器冷却海水ポンプ」により，海水を原子炉機器冷却水熱交換器に送り

込み，各種原子炉機器を冷却する「原子炉機器冷却系」と呼ばれる設備（以

下，配管等の付属設備を含めて「原子炉機器冷却海水ポンプ」という。）

がある。また，浜岡原発には焼却炉，サンプポンプ，収集ポンプ等の設備

（以下「焼却炉等設備」という。）がある。 

  ウ 余熱除去ポンプ，原子炉機器冷却海水ポンプ及び焼却炉等設備に使用さ

れていたシール材の一部にアスベストを含有するガスケットやパッキン

が使われていた（具体的な箇所，時期については争いがある。）。 

 （３）作業内容について 

  ア 野口工業は，浜岡原発内の余熱除去ポンプ，原子炉機器冷却海水ポンプ

及び焼却炉等設備を含む補機（原子炉機器冷却海水ポンプに係る作業を請

け負っていたか否かについては争いがある。）の保守点検作業を請け負っ

ており， Ｄは，野口工業の従業員として他の従業員と共に平成１６年８



 5

月まで上記作業に従事していた。 

  イ 浜岡原発内には放射線管理区域が設定されており，同区域においては，

作業場所の放射線レベルと作業内容に応じて，①放射性物質による汚染が

一定以上となる黄服エリアと，②上記汚染が低レベルに留まる青服エリア

が定められている。 

 黄服エリアにおける作業では，「放射性物質除去のためのクリーンハウ

ス」（以下「クリーンハウス」という。）が設営され，作業者はその内部

で作業する。クリーンハウスには，高性能フィルター付き局所排気装置が

設置され，作業者は汚染防護服及び高性能フィルター全面マスクを着用す

る。 

 （４） Ｄの発症及び死亡について 

    Ｄは，平成１６年８月３０日，腹部の異常を訴え，社会福祉法人聖隷福

祉事業団総合病院聖隷浜松病院（以下「聖隷浜松病院」という。）消化器科

に入院し，腹膜原発悪性中皮腫と診断された。その後， Ｄは，榛原総合病

院に転院した後，平成１７年６月８日，上記疾患を原因として死亡した。 Ｄ

は死亡時３９歳であった。 

 ２ 争点及び争点に対する当事者の主張 

（１）争点 

   ア  Ｄの作業内容及びアスベストばく露の可能性 

   イ 被告らの安全配慮義務の有無及びその内容，安全配慮義務違反の有無 

   ウ 被告らの安全配慮義務違反と Ｄの死亡との間の因果関係の有無 

  エ 被告中部電力の工作物責任の有無 

   オ 損害の発生及びその額 

（２）争点に対する当事者の主張 

   ア 争点ア（ Ｄの作業内容及びアスベストばく露の可能性）について 
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（原告らの主張） 

  （ア）作業内容について 

   ａ 概括的な作業内容 

  Ｄは，主に，浜岡原発１ないし４号機の「補機」と呼ばれる部分

の定期点検作業（１年に１度行われる検査）に従事していた。 

 具体的には，放射線管理区域内にある余熱除去ポンプ及び放射線管

理区域外にある原子炉機器冷却海水ポンプの保守点検及び部品の交

換作業等に従事していた。 

   ｂ 概括的な作業箇所 

 現時点で存在する記録上明らかな作業は定期点検に基づくもので

あるところ，ほぼ同一の作業を同一の作業態様で毎年継続して行って

いたことから， Ｄは，以下の箇所について，ガスケット，パッキン

等（いずれもアスベスト含有製品）の交換作業を行っていた（以下，

各箇所を「作業箇所（ａ）①ⅰ」「作業箇所（ｅ）②ⅵ」のようにい

い，これらの各作業を併せて「本件各作業」という。）。 

  （ａ）１号機関連 

   ① 余熱除去ポンプ関係 

ⅰ ポンプ本体内のバルブ（弁）ボンネット部分や配管との接合

部分に使用されていたガスケット並びに入口配管及び「除洗座

フランジ」に使用されていたガスケット 

ⅱ 付属配管に使用されていたガスケット及びシートパッキン 

② 原子炉機器冷却海水ポンプ関係 

ⅰ ポンプ本体の可動部分及び付属配管に使用されていたガス

ケット及びパッキン 

ⅱ 「自圧水ストレーナ」に使用されていたグランドパッキン及
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び「サイクロンセパレータ」に使用されていたパッキン（なお，

この部位については平成４年３月ころまでアスベスト含有製

品が使用されていた。） 

ⅲ 付属配管に使用されていたフランジパッキン（なお，この部

位については平成４年２月ころまでアスベスト含有製品が使

用されていた。） 

ⅳ 付属弁のボンネット部分と弁箱との接触面に使用されてい

たシートパッキン 

  （ｂ）２号機関連 

    余熱除去ポンプ関係 

ⅰ ポンプ本体内のバルブ（弁）ボンネット部分や配管との接合

部分に使用されていたガスケット及び「スプール配管」のフラ

ンジ部分に使用されていたガスケット 

ⅱ 付属配管に使用されていたガスケット及びシートパッキン

並びに「メカシールクーラー冷却水」に使用されていたシート

パッキン 

  （ｃ）３号機関連 

   ① 余熱除去ポンプ関係 

ⅰ ポンプ入口配管及びポンプ出口配管に使用されていたガス

ケット 

ⅱ 付属配管に使用されていたガスケット及びシートパッキン 

   ② 原子炉機器冷却海水ポンプ関係 

ⅰ ポンプ本体の可動部分及び付属配管に使用されていたガス

ケット及びパッキン 

ⅱ 「自圧水ストレーナ」に使用されていたグランドパッキン（な
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お，この部位については現在もアスベスト含有製品が使用され

ている。），付属配管に使用されていたパッキン（なお，この

部位については平成３年６月ころまでアスベスト含有製品が

使用されていた。）及び付属弁の接触面に使用されていたガス

ケット 

  （ｄ）４号機関連 

   ① 余熱除去ポンプ関係 

ⅰ ポンプ入口配管及びポンプ出口配管に使用されていたガス

ケット 

ⅱ 付属配管に使用されていたシートパッキン 

   ② 原子炉機器冷却海水ポンプ関係 

ⅰ ポンプ本体の可動部分及び付属配管に使用されていたガス

ケット及びパッキン 

ⅱ 付属弁のボンネット部分と弁箱との接触面に使用されてい

たシートパッキン（なお，この部位については平成１０年１１

月ころまでアスベスト含有製品が使用されていた。）及び付属

弁のグランド部分に使用されていたガスケット 

  （ｅ）その他 

   ① 焼却炉の配管継ぎ目に使用されていたガスケット 

   ② 以下のサンプポンプ（槽に溜まった水を外に排出するためのポ

ンプ）及び収集ポンプ（槽に水を溜めるためのポンプ）の配管接

合部分のガスケット及び弁の部分のグランドパッキン 

ⅰ １号機の原子炉建屋内に設置された「機器ドレンサンプポン

プ」，「床ドレンサンプポンプ」及び「油ドレンサンプポンプ」 

ⅱ ３号機のタービン建屋内に設置された「Ｔ／ＢＳＤサンプポ
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ンプ」 

ⅲ ３号機のタービン建屋内に設置された「Ｔ／ＢＨＣＷサンプ

ポンプ」 

ⅳ ２号機の原子炉建屋内に設置された「ＤＷサンプポンプ」 

ⅴ ３号機の補助建屋内に設置された「ＨＣＷサンプルポンプ」 

ⅵ ３号機の補助建屋内に設置された「ＨＣＷ収集ポンプ」 

 （イ）具体的な作業方法について 

  ａ ポンプ本体に関する作業方法について 

（ａ） Ｄは，ポンプ本体と配管の接合部分（フランジ部分）に使用さ

れていたガスケット及びポンプ本体のバルブ（弁）に使用されてい

たグランドパッキンの交換作業に従事していた。 

（ｂ）フランジ部分に装着されたガスケットは，ボルトで圧着されてい

るためスクレイパー（「鉄の爪」とも呼ばれる。）を使って剥がす

ことになる。その際，ガスケットのかすを残すことも，フランジ面

を傷つけることも液漏れの原因になるため，細かな剝離作業が必要

になる。そのため，最終的な仕上げ作業においては， Ｄは，作業

箇所に顔を近接させて作業していた。 

（ｃ）また，バルブ（弁）はフランジ部分よりも複雑な構造になってお

り，交換にあたってはより慎重な作業が要求され，必然的に作業時

間は長くなった。 

（ｄ）放射線管理区域外においては，平成１２年ころまで防じんマスク

を着用せずに上記のような作業が行われていた。 

  ｂ 付属小口径配管に関する作業方法について 

（ａ） Ｄは，ポンプに接続された配管同士の接合部分に使用されてい

たガスケット，付属配管内の付属弁，弁ボンネット及び弁グランド
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部分に使用されていたガスケット及びグランドパッキンの交換作業

に従事していた。 

（ｂ）配管同士の接合部分における作業内容は原告らの主張（イ）ａ（ｂ）

と同様である。 

（ｃ）付属配管内の付属弁，弁ボンネット及び弁グランド部分における

作業内容は，原告らの主張（イ）ａ（ｃ）と同様である。 

（ｄ）放射線管理区域外においては，平成１２年ころまで防じんマスク

を着用せずに上記のような作業が行われていた。 

  （ウ）作業時におけるアスベストばく露の可能性 

   ａ 放射線管理区域内での作業中におけるアスベストばく露 

（ａ）汚染水以外の水（海水，脱塩水，用水など）を使用するポンプの

分解・点検作業は青服エリアとなり，クリーンハウスは設置されて

いない。 Ｄは，そこで作業をした際に，アスベスト粉じんのばく

露を受けた。 

（ｂ）また， Ｄは，他の業者が他のポンプに使用されていたガスケッ

トやグランドパッキンの交換作業を行っていた際に発生したアス

ベスト粉じんのばく露を受けた。 

   ｂ 放射線管理区域外での作業中におけるアスベストばく露 

（ａ）放射線管理区域外に設置された原子炉機器冷却海水ポンプにおけ

るアスベスト含有製品（ガスケット及びパッキン）は，１年に１回，

定期点検の際に交換することになっていた。 

（ｂ）ガスケット及びパッキンの交換作業の方法は上記（イ）ａ，ｂの

とおりであるところ，特にフランジ部分に錆が発生した場合には，

ガスケットを剥がした後，グラインダーを使用して錆を剥がすこと

もあった。 
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  グラインダーを使用する際には，粉じんが撒き上がり，その中に

は，錆の部分に加え，付着していたガスケットのかす（アスベスト

を含む。）等の粉じんも含まれていた。 

  このような粉じんが撒き上がる作業をする際には，被告らよりゴ

ーグルやマスクの着用が指示されており， Ｄもゴーグルやマスク

を着用したり，頭巾を着用したりすることもあった。 

  しかし，そこで支給されていたマスクは，アスベスト粉じんの吸

入を完全に遮断できない簡易な防じんマスクであった。 

（ｃ）そのため， Ｄは，定期点検作業におけるガスケット及びグラン

ドパッキンの交換作業中にアスベストを吸引した。 

（ｄ）なお，放射線管理区域外での作業においても防じんマスクの着用

が義務付けられるようになったのは， Ｄが被告太平電業の下で粉

じん特別教育を受講した平成１２年９月１２日以降である。また，

フランジ部分等に付着したガスケットを剥離するため，ガスケット

リムーバーという剥離剤を使用するようになったのも，このころか

らである。 

（被告らの主張） 

  （ア）作業内容について 

   ａ 概括的な作業内容 

  （ａ）被告中部電力 

  Ｄが従事していた具体的な作業内容については不知。 

（ｂ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業 

 Ｄは，余熱除去ポンプの保守点検及び部品の交換作業に従事し

ていたものである（被告中部プラントサービスにおいては従事の可

能性を認める。）。しかし，被告太平電業が野口工業に原子炉機器
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冷却海水ポンプについての作業を発注した実績はなく， Ｄが上記

ポンプの保守点検及び部品の交換作業に従事した事実はない。 

   ｂ 概括的な作業箇所 

  （ａ）被告中部電力及び被告中部プラントサービス 

① 作業箇所（ａ），（ｃ）及び（ｄ）の各①，同（ｂ）並びに作

業箇所（ａ），（ｃ），（ｄ）の各②のうちⅰ以外の箇所におけ

るパッキン・ガスケット等のアスベストの含有及びその使用状況

については認める（ただし，作業箇所（ａ）②ⅱ及び（ｃ）②ⅱ

のパッキンについては，アスベスト含有製品を使用していた時期

が若干異なる。）。 

② 作業箇所（ａ），（ｃ），（ｄ）の各②ⅰについては，１号機

については昭和５９年から，３号機及び４号機については，それ

ぞれの運転開始時からアスベスト非含有のシール材を使用して

いる。 

③ 作業箇所（ｅ）①については，アスベスト含有製品はわずか９

個に留まる。 

④ 作業箇所（ｅ）②ⅰ，ⅲないしⅵの各ポンプについてはそれぞ

れ以下の日に，分解点検を実施した。各ポンプにはアスベスト含

有製品であるガスケット，グランドパッキンが使用されている。 

    上記ⅰの各ポンプ   平成１４年５月２１日 

上記ⅲのポンプ    平成１５年１２月８日  

上記ⅳのポンプ    平成１６年４月１３日  

上記ⅴのポンプ    同年６月１４日  

上記ⅵのポンプ   同年６月２４日  

  他方，作業箇所（ｅ）②ⅱのポンプについては，平成１４年７
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月２６日，Ｔ／ＢＳＤサンプポンプが入っているタンクの点検

（分解は伴わないもの）を実施しており，その際に，Ｔ／ＢＳＤ

サンプポンプの配管の取外し・取付けを行った。 

    ⑤  Ｄが本件各作業に従事したことについては不知。 

  （ｂ）被告中部電力 

 また，本件各作業には， Ｄの他にも複数の野口工業の作業員が

従事していたのであり， Ｄが担当したのは，パッキン・ガスケッ

ト等の交換作業のごく一部である。 

  （ｃ）被告中部プラントサービス 

  Ｄが同一の作業を同一の作業態様で毎年継続して行っていた

かは明らかでない。 

  （ｄ）被告太平電業 

 現時点で存在する記録上明らかな作業が定期点検に基づくもの

であって，ほぼ同一の作業を同一の作業態様で毎年継続して行って

いたと推測されることは争わない。ただし， Ｄは数名いる野口工

業の作業員の一員であるに過ぎず，各作業においてパッキン・ガス

ケットの交換作業を Ｄが専ら一人で担当していた事実はない。 

  （ｅ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業 

 被告太平電業が野口工業に原子炉機器冷却海水ポンプについて

の作業を発注した実績は無く， Ｄが作業箇所（ａ），（ｃ），（ｄ）

の各②記載の箇所に係る作業を行った事実はない。 

  （イ）具体的な作業方法について 

   ａ 被告中部電力 

    不知又は争う。 

   ｂ 被告中部プラントサービス及び被告太平電業 
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  （ａ）原告らの主張（イ）ａ，ｂの各（ａ）記載の交換作業も存在す

るが，以下のとおり，粉じんの飛散はほとんどない。 

  （ｂ）作業の具体的方法 

   ⅰ ガスケット（うず巻形ガスケット）について 

 うず巻形ガスケットは，その構造からすれば，フランジ面に

固着しにくく，清掃しやすいため，ガスケットの交換は容易な

ものとなっている。 

 うず巻形ガスケットの取り外し作業は，①ボルト・ナットを

緩めて配管を取り外した後（配管の大きさ等にもよるが，概ね

１０分から３０分程度），②配管接合部分（フランジ部分）の

うず巻形ガスケットをスクレイパーを使用して取り外し（①に

より自然に外れてしまうことも多く，自然に外れない場合であ

っても，手やスクレイパーにより数秒で取り外すことができ

る。），③ナイロンたわしやサンドペーパーなどを使用して，

フランジ面を清掃する（２分から３分程度）という工程である。 

   ⅱ シートパッキン（ジョイントシートパッキン又はガスケッ

ト）  

浜岡原発で使用されているジョイントシートパッキンは，ク

リソタイル石綿，ゴム等を均一に混合し，加熱圧縮したシート

状の加工済みの製品であり，交換作業中に加工等を行うことは

なく，基本的にはフランジ面に固着せず，粉じんを飛散するこ

とはほとんどない。 

ジョイントシートパッキンの取り外し作業は，①ボルト・ナ

ットを緩めて配管を取り外した後（配管の大きさ等にもよる

が，概ね１０分から３０分程度），②配管接合部分（フランジ
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部分）のジョイントシートパッキンをスクレイパーを使用して

取り外し（基本的にはフランジ面に固着しないものの，交換周

期が長い場合にはフランジ面に張り付くことがあるため，１分

から５分程度），③ナイロンたわしやサンドペーパーなどを使

用して，フランジ面を清掃する（５分から１０分程度）という

工程である。 

   ⅲ グランドパッキンについて 

   グランドパッキンは，軸部分の封水用のシール材であり，軸

にグランドパッキンが固着して軸が動かなくなることを防ぐ

ために潤滑剤が施されている。また，ジョイントシートパッキ

ン等のように配管接合部分においてボルト・ナット等で強く締

め付けられているわけではない上，その構造からも，軸等に張

り付くということはほとんどない。 

    グランドパッキンの使用された付属弁の分解作業は，①ボル

ト・ナットを緩めて弁上部を取り外し，更に弁上部から弁ハン

ドル，弁棒などを取り外した上（５分から１０分程度），②弁

上部と弁箱との間のフランジ面からジョイントシートパッキ

ン（１号機及び４号機）又はうず巻形ガスケット（３号機）を

スクレイパーを使用して取り外し（３号機では数秒，１号機及

び４号機では２分から３分程度），③弁上部の付属弁のスタフ

ィングボックスに残されたグランドパッキンをケガキ針等を

使用して，すくい上げるようにして取り外した後（１分程度），

④弁箱のフランジ面をナイロンたわしやサンドペーパーなど

を使用して清掃するとともに（３号機では２分から３分程度，

１号機及び４号機では５分程度），⑤グランドパッキンを取り
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外したスタフィングボックス内をナイロンたわしやサンドペ

ーパーなどを使用して清掃する（２分から３分程度）という工

程である。 

    グランドパッキンの使用された「自圧水ストレーナ」の分解

作業は，①ボルト・ナットを緩めてハンドル，グランドパッキ

ン押えなどを取り外した上（１０分程度），②軸のスタフィン

グボックスに残されたグランドパッキンをケガキ針等を使用

して，すくい上げるようにして取り外した後（１分程度），③

軸のスタフィングボックス内をナイロンたわしやサンドペー

パーなどを使用して清掃する（２分から３分程度）という工程

である。 

（ｃ）付属弁に係る作業は，上記のとおり極めて単純な作業であっ

て，作業時間はかからない。 

   （ｄ）原子力発電所においては，配管のフランジ面を傷付けずに作

業する必要があり，平成１２年１月以前においても，水で濡らす

か，マスクとゴーグルを着用の上ガスケットリムーバーを使用し

てガスケット等の交換作業が行われていた。 

   ｃ 被告太平電業 

 作業の具体的方法については，被告らの主張（イ）ｂ（ｂ）のと

おりである。ただし，バルブ（弁）に係る作業は， Ｄが野口工業

に入社したころ以降は，専門の業者が取り扱っており，被告太平電

業は受注しておらず，野口工業への発注もされていない。 

  （ウ）作業時におけるアスベストばく露の可能性 

   ａ 放射線管理区域内での作業中におけるアスベストばく露 

  （ａ）被告ら共通 
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 放射線管理区域内の黄服エリアでの作業は，クリーンハウスの内

部で行われるところ，クリーンハウスには高性能フィルター付き局

所排気装置が設置されている。そのため，仮にアスベスト粉じんが

生じたとしても，速やかにフィルターに吸着された後，外部に排気

されるため，内部の作業者が吸引する可能性は極めて僅少である。

加えて，作業者が常時着用していた汚染防護服と高性能フィルター

全面マスクには，通常の防じんマスクを凌ぐ強力な捕集能力があ

り，アスベスト粉じんのばく露を防止するには十分な装備である。 

 余熱除去ポンプの分解点検は黄服エリア内において行われ，ま

た，作業箇所（ｅ）②ⅰないしⅵ記載の各ポンプの分解点検につい

てもほとんど黄服エリアを設定して作業を行うものであるため，作

業者がアスベスト粉じんにばく露することはない。 

 したがって，間接ばく露をすることもあり得ない。 

  （ｂ）被告中部電力及び被告中部プラントサービス 

 浜岡原発で使用されていたガスケットやパッキンは，いずれも装

着・取り外し時においてアスベスト粉じんがほとんど飛散しない

上，作業者は，ほとんど黄服エリアを設定して分解点検作業を行う

のであるから， Ｄが他の業者の作業により間接ばく露する機会が

あったとは考え難い。 

  （ｃ）被告中部プラントサービス 

 以下の点などから，仮に Ｄが青服エリア内でパッキン・ガスケ

ットの交換作業に関与していたとしても，アスベストにばく露する

ことはあり得ない。 

ⅰ 建設業労働災害防止協会の定める「石綿粉じんへのばく露防止

マニュアル」において，パッキン・ガスケットの交換作業は，ば
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く露防止のための対応が要求される作業レベルに該当しないこ

と，石綿障害予防規則上も具体的に列挙されている作業ではない

ことからして，上記作業は，アスベストばく露の可能性が極めて

低い作業である。 

ⅱ 上記のとおり， Ｄが取り扱った可能性のあるグランドパッキ

ンやガスケットの交換作業により粉じんが飛散することはほと

んどなく，作業時間も短時間で終了する。 

ⅲ 平成１２年１月以降は，作業場所にかかわらずアスベストを含

有するパッキン・ガスケットの交換作業においては防じんマスク

の着用と湿潤化が行われ，また，上記のとおり，平成１２年１月

以前も，水で濡らすか，マスクとゴーグルを着用の上ガスケット

リムーバーを使用してパッキン・ガスケットの交換作業が行われ

ていた。 

ⅳ 作業箇所（ｅ）①においては，アスベストを含有する製品はわ

ずか９個に留まり，また，同作業は３ないし５人の野口工業の作

業員によって行われていたため，仮に Ｄが同作業に関与してい

たことがあったとしても，アスベスト含有製品の交換作業に携わ

った時間は極めて短時間であったと推測される。 

  （ｄ）被告太平電業 

ⅰ 青服エリアではクリーンハウスの設置は必要とされていない

が，その場合でも，点検保守作業は埃を伴うので，少なくとも「使

い捨て防じんマスクＤＳ２｣というマスクをつけるのが常態であ

った。 

ⅱ 平成１４年４月１日から平成１６年８月１８日までの期間の

実働日数合計５８６日のうち，青服エリアにおいてシートパッキ
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ンやガスケットの交換作業のあった日は２９日に過ぎず，平成１

４年以前も同様であったと推測される。 

   ｂ 放射線管理区域外での作業中におけるアスベストばく露 

  （ａ）被告中部電力 

 原子炉機器冷却海水ポンプは，風が通る屋外に設置されている設

備であり，ガスケットやパッキンの交換時に万一アスベスト粉じん

の飛散が生じた場合でも，粉じんは瞬時に空気中に離散する。 

 また，上記のとおり，浜岡原発で使用されていたガスケットやパ

ッキンは，いずれも装着・取り外し時においてアスベスト粉じんが

ほとんど飛散しない。 

 また，原子炉機器冷却海水ポンプに使用されていたアスベスト含

有製品は極めて少数である。 

 さらに，野口工業社長の       Ｅ        の供

述によれば， Ｄは，ガスケットやパッキンの交換に当たって，平

成１２年以前においても作業箇所を湿潤化した上，ゴーグルとマス

クを着用して作業していたというのである。 

 以上からすれば，放射線管理区域外でのガスケットやパッキンの

交換作業により Ｄがアスベスト粉じんにばく露することはない。 

  （ｂ）被告中部プラントサービス 

 そもそも Ｄは，放射線管理区域外にある原子炉機器冷却海水ポ

ンプに係る作業に従事した実績はない。 

 また，アスベストの粉じんが飛散することは考えられない上，万

一粉じんが飛散しても屋外での作業であるため瞬時に空気中に飛

散し，かつ一人で交換作業を行う訳ではない。これらのことからす

ると， Ｄがアスベストにばく露することは考えられない。 
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 なお，フランジ面に傷が付くと漏れの原因となるため，グライン

ダーは使用していない。 

  （ｃ）被告太平電業 

 そもそも Ｄは，放射線管理区域外にある原子炉機器冷却海水ポ

ンプに係る作業に従事した実績はない。 

 また，平成１４年４月１日から平成１６年８月１８日までの期間

の実働日数合計５８６日のうち，放射線管理区域外においてシ

ートパッキンやガスケットの交換作業のあった日は，焼却炉

の定期検査に係る作業をした３日に過ぎず，平成１４年以前

も同様であったと推測される。 

   イ 争点イ（被告らの安全配慮義務の有無及びその内容，安全配慮義務違反

の有無）について 

   （原告らの主張） 

  （ア）安全配慮義務の有無について 

   ａ 安全配慮義務は，ある法律関係に基づいて特別な社会的接触関係に

入った当事者間において，当該法律関係の付随義務として当事者の一

方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務として一般的に認め

られる（最高裁判所昭和５０年２月２５日第三小法廷判決・民集２９

巻２号１４３頁）。 

   ｂ 安全配慮義務を基礎づける予見義務の内容は，生命・健康という被

害法益の重大性に鑑み，安全性に疑念を抱かせる程度の抽象的な危惧

であれば足り，必ずしも生命・健康に対する障害の性質，程度や発症

頻度まで具体的に認識する必要はない（福岡高等裁判所平成元年３月

３１日判決・判例時報１３１１号３６頁，東京地方裁判所平成１６年

９月１６日判決・判例時報１８８２号７０頁）。 
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   ｃ  Ｄが浜岡原発構内での作業に従事するようになった昭和６１年こ

ろには，既にアスベストの発がん性が広く指摘されるとともに，悪性

中皮腫の病理及び発生原因についての知見が一般的にも確立されて

いた。 

     そして，アスベスト含有製品を継続的に扱っていた被告らは，アス

ベストばく露によって，労働者の生命・健康の安全性に疑念を抱かせ

る程度の抽象的な危惧を抱いていたといえ，予見義務が認められる。 

   ｄ したがって，被告らには労働者の生命・健康に対する危険を回避す

るための安全配慮義務が認められる。 

  （イ）重畳的な請負契約関係における安全配慮義務の主体について 

   ａ 安全配慮義務の主体が直接雇用主に限定されないこと 

   安全配慮義務は信義則上認められる一般的な義務であり，安全配慮

義務を負う主体は，直接の雇用主に限られない。すなわち，元請企業

と下請企業労働者が「特別な社会的接触関係」に入ったと評価できる

場合には，信義則上の義務として元請企業についても安全配慮義務が

認められる（最高裁判所平成３年４月１１日第一小法廷判決・裁判集

民事１６２号２９５頁）。 

   ｂ 本件における「特別な社会的接触関係」を基礎づける事実 

  （ａ）そもそも，作業場である浜岡原発構内への立入りは被告中部電力

によって厳重に管理され，構内は被告中部電力の排他的支配下にあ

った。 

  （ｂ）全体の工程管理については，注文者である被告中部電力が行い，

工期や工事対象箇所，作業内容，必要人員など工事の具体的な内容

については元請及び下請である被告中部プラントサービスないし

被告太平電業が決定していた。 



 22 

  （ｃ） Ｄの直接の雇用主である野口工業は２次下請に過ぎない。工事

の対象箇所，作業内容，工期については全て元請業者である被告中

部プラントサービス及び下請業者である被告太平電業の指示に従

わざるを得ない地位にあり，野口工業は自社社員の配置を決める権

限しか有していなかった。 

  （ｄ）野口工業の従業員は，構内作業中においては，常時被告らの社員

と行動を共にすることが義務付けられており，勝手に移動すること

は厳禁されていた。 

  （ｅ）野口工業の従業員は，構内での作業着や作業道具を被告中部電力

ないし被告太平電業から支給されていた。 

  （ｆ）上記の関係からすれば，被告らと Ｄは「特別な社会的接触関係」

にあったといえ，被告らは Ｄに対して安全配慮義務を負う。 

  （ウ）安全配慮義務の内容について 

   ａ 粉じん発生防止・抑制義務 

  （ａ）内容 

   労働者のアスベスト関連疾患への罹患を防ぐには，アスベスト粉

じんの発生を防止・抑制することが最善であり，使用者らは，アス

ベスト粉じんの発生を防止あるいは抑制する義務を負う。 

  （ｂ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業について 

   具体的な作業にあたり，アスベスト粉じんの発じん源を密閉化す

るとともに，アスベスト含有パッキン及びガスケットの取付け・取

り外し作業等，アスベスト粉じんが飛散し得る工程の完全隔離を実

施して，アスベスト粉じんが大気中に拡散することを抑制する義務

を負っていた。 

  （ｃ）被告中部電力 
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   浜岡原発構内において広範囲にわたって使用されていたアスベス

ト含有製品について，速やかにアスベスト非含有製品に代替化する

措置を執るべき義務を負っていた。 

   ｂ 粉じん除去・遮断義務 

  （ａ）内容 

   作業の性質上アスベスト粉じんの発生がやむを得ない場合であっ

ても，使用者らには，発生したアスベスト粉じんが空中へ飛散及び

浮遊することを防止する義務がある。 

  （ｂ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業について 

   作業場内に，主要換気扇，局所扇風機等の換気設備及び集じん機

を適切に配置し，速やかにアスベスト粉じんを希釈・排除するよう

通気・換気の改善と集じんの措置を講ずるとともに，水を撒いた上

で清掃を行う等，アスベスト粉じんが飛散・浮遊しないようにすべ

き義務を負っていた。 

   ｃ 粉じん測定及び粉じん測定に基づく作業環境状態の評価を行うべき

義務 

  （ａ）内容 

   効果的なアスベスト粉じん対策の前提として，使用者らには，実

際の作業環境における有害かつ吸入性の粉じんの有無及び濃度を

定期的に測定し，その測定結果に基づいて当該作業環境の状態を評

価すべき義務がある。 

  （ｂ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業について 

   各作業場所におけるアスベスト粉じんの有無及び濃度を定期的に

測定し，その測定結果に基づいて作業環境の状態を評価すべき義務

を負っていた。 
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   ｄ 防護義務 

  （ａ）内容 

   アスベスト粉じんの発生の抑制，発生粉じんの除去・遮断措置を

講じても，なお浮遊粉じんが残存する作業場においては，次善の策

として，使用者には，労働者がアスベスト粉じんにさらされること

のないよう防護措置を執る義務がある。 

  （ｂ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業について 

   その指揮・監督下にあって，アスベスト粉じんの生じる作業をす

る労働者らにはアスベスト粉じんを吸入しないよう十分な性能を

有する防じんマスクあるいはエアラインマスクや防護服を配布し，

その着用を義務付け，作業の際これを装着するよう指導・監督すべ

き義務を負っていた。 

  （ｃ）被告中部電力について 

   浜岡原発構内及びその敷地内を排他的に支配する地位にあり，そ

の支配領域内においてアスベスト製品を取り扱うことになる労働

者に対して，アスベスト粉じんを吸入しないような措置を執るべき

義務を負っていた。 

   ｅ 粉じん教育義務 

  （ａ）内容 

   アスベスト粉じんによる被害をより確実に防止するためには，労

働者が自らアスベストの危険性や対処方法について主体的に認識

することが重要であり，使用者らは，アスベスト粉じんの有害性及

び危険性，アスベスト関連疾患の予防措置やアスベスト関連疾患に

罹患した場合の適切な処置について，定期的・計画的な安全衛生教

育を実施する義務を負う。 
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  （ｂ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業について 

   現場の指揮・監督にあたる被告中部プラントサービス及び被告太

平電業は，個々の労働者に対して，アスベスト粉じんの危険性，防

護の必要性，健康を守るための防護方法等についての教育を施す義

務があった。 

  （ｃ）被告中部電力について 

   浜岡原発構内及びその敷地内を排他的に支配する地位にあり，そ

の支配領域内においてアスベスト製品を取り扱うことになる労働

者に対して，アスベスト粉じんの危険性，防護の必要性，健康を守

るための防護方法等についての教育を施す義務があった。 

   ｆ 上記各義務の関係 

 安全配慮義務は，労働者の生命・健康という根源的な法益を保護す

るよう配慮すべき義務である。 

 そして，アスベストの危険性に鑑みれば，アスベスト関連疾患の発

生を防止するためには，現場での粉じん対策のみならず，日常の粉じ

ん教育，実際に罹患した場合に対処する方法や補償の実施など極めて

多岐にわたる問題を根本的に解決するための措置が執られる必要が

ある。 

 したがって，使用者らが安全配慮義務を履行したと言えるために

は，これらを一体のものとして総合的・体系的に実施することが必要

である。 

  （エ）安全配慮義務違反の有無について 

   ａ 粉じん発生防止・抑制義務違反 

  （ａ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業について 

   被告中部プラントサービス及び被告太平電業は，「非飛散性製品」
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を使用していたことをもってアスベスト粉じんの発生可能性がな

いと主張しているが，具体的なアスベスト粉じんの発生防止・抑制

措置を何ら講じておらず上記義務に違反したといえる。 

  （ｂ）被告中部電力について 

   浜岡原発においては平成１７年当時においても１５万７０００個

ものアスベスト含有製品が使用されており，アスベスト非含有製品

への代替化を進めるべき義務に違反したといえる。 

   なお，アスベスト含有製品の使用が法令によって許容されている

からといって，安全配慮義務を免れることはできない。 

   ｂ 粉じん除去・遮断義務違反（被告中部プラントサービス及び被告太

平電業について） 

   特に原子炉建屋外での作業の際には，作業場内に，主要換気扇，局

所扇風機等の換気設備及び集じん機を適切に配置し，速やかに粉じん

を希釈・排除するよう通気・換気の改善と集じんの措置を講ずる義務

があったにもかかわらず，これらの局所排気装置が設置されることは

なかった。 

   ｃ 粉じん測定及び粉じん測定に基づく作業環境状態の評価を行うべき

義務違反（被告中部プラントサービス及び被告太平電業について） 

     アスベスト粉じんの濃度を測定して，アスベスト粉じんの発生する

作業を把握することを怠った。 

   ｄ 防護義務違反 

  （ａ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業 

   放射線管理区域外においては，防じんマスクの着用は徹底されて

おらず，特に，建屋外の作業においては，平成１２年ころまで防じ

んマスクを着用しないで作業を行うことが常態化していた。 
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   すなわち，労働者に対して，有効かつ最良のマスク等の保護具や

その交換部品を随時支給し，それが十分に機能を発揮できるよう管

理するとともに，その装着を徹底すべく，労働者を指導・監督すべ

き義務を履行しなかった。 

  （ｂ）被告中部電力 

   浜岡原発構内及びその敷地内を排他的に支配する地位にありなが

ら，その支配領域内において勤務する協力会社の社員であった Ｄ

らに対して，有効かつ最良のマスク等の保護具やその交換部品を随

時支給し，それが十分に機能を発揮できるよう管理するとともに，

その装着を徹底すべく，労働者を指導・監督すべき義務を履行しな

かった。 

   ｅ 粉じん教育義務違反 

  （ａ）被告中部プラントサービス及び被告太平電業について 

   現場の指揮・監督に当たっていながら，平成１２年までは， Ｄ

らに対してアスベスト粉じんの危険性，防護の必要性，健康を守る

ための防護方法等についての教育を施すことはなかった。 

  （ｂ）被告中部電力について 

   原子力発電所構内及びその敷地内を排他的に支配する地位にあり

ながら，その支配領域内においてアスベスト含有製品の交換業務等

に従事する Ｄらに対して，上記のような粉じん教育を施すことは

なかった。 

   （被告中部電力の主張） 

  （ア）安全配慮義務の有無について 

   ａ 被告中部電力と Ｄとの間に労働契約関係はない。 

         仮に，重畳的な請負契約関係において，注文者・元請が下請・孫請
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の従業員に対し，安全配慮義務を負う場合があるとするならば，注文

者と請負者との間の請負契約，請負者と下請者との間の請負契約，及

び下請者と下請者の従業員との間の労働契約を媒介として間接的に

成立した関係が，社会通念に照らして，事実上，労働契約関係に準じ

ると評価される場合に限られる。 

 そして，事実上の労働契約関係に準じる関係があるか否かについて

は，請負者の従業員が，注文者の実質的な支配従属関係下にあるか否

かという観点から判断すべきであり，その判断にあたっては，請負者

が注文者への実質的従属性が強い企業であるか否か，注文者が請負者

の従業員の人事権を事実上掌握しているか否か，請負者の従業員が注

文者からの事実上の指揮命令・監督を受けているか否か等の諸事情が

勘案される。 

   ｂ（ａ）本件では，被告中部電力は，元請である被告中部プラントサー 

ビスの下請である被告太平電業の，さらに下請（孫請）である野

口工業の従業員である Ｄの人事権を，いかなる意味においても

掌握していない。 

    （ｂ）被告中部電力は，請負者ないし作業従事者に対し，個々の作業

に関して具体的な作業内容や作業方法，進行等を指図，管理した

り，作業の進捗状況を管理したりすることはない。また，被告中

部電力の社員は，作業について作業員らと行動を共にしたことは

全くないし，被告中部電力は，野口工業ないし Ｄに対して行動

を共にすることを指示命令したことも各別に行動することを禁

止したこともなく， Ｄに対して事実上の指揮命令・監督を行っ

たものではない。 

    （ｃ）被告中部電力は，浜岡原発の所有権に基づく施設管理権として
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発電所への立入りを管理し，排他的に支配しているものであり，

特に立入りが厳格に管理されていることは，原子力発電所におけ

る放射線の安全管理等の必要性という特殊性に基づいており，野

口工業ないし Ｄとの関係において支配従属関係を基礎づける

ものではない。 

       被告中部電力が被告中部プラントサービスに発注する作業の

作業現場が発電所構内であれば，構内への出入り及び構内におけ

る活動について被告中部電力の施設管理権に従うことは必然の

結果であり，請負者ないし作業従事者との契約関係を論ずる場合

に，施設管理権の行使をもって，その契約関係に指揮命令関係が

あるとか支配従属関係にあるとかの論拠とするのは論理の飛躍

である。 

   （ｄ）被告中部電力は， Ｄが発電所構内で作業するための防護服，

工具の一部を貸与していたが，これも原子力発電所という特殊な

安全管理が要請される施設であることから放射線管理のための

貸与であって，業務の内容，方法等の指揮命令，監督とは何の関

係もない。 

   ｃ 以上より，被告中部電力は， Ｄが従事していた作業に関して，何

ら指揮監督する関係にはなく，両者の間には「事実上労働契約関係に

準じる関係」ないし「特別な社会的接触関係」はなかったのであるか

ら，被告中部電力が Ｄに対して安全配慮義務を負うことはない。 

  （イ）安全配慮義務違反の有無 

 仮に被告中部電力が安全配慮義務を負うとしても，被告中部電力は，

浜岡原発内において，作業者がアスベストにばく露しないよう設備面に

おいても，作業管理面においても種々の災害防止措置を講じており，被
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告中部電力には何ら安全配慮義務違反はない。 

   ａ 粉じん発生防止・抑制義務について 

       原子力発電所設備における内部物質の漏洩による火災・爆発，健康

障害等の発生を予防する観点から，代替品の開発や代替品の安全性等

の実証が完了していないシール材・ジョイントシートなどの石綿含有

製品の使用は社会的相当性が是認されており，被告中部電力において

もアスベストの飛散防止等に十分に配慮しつつ，やむを得ず残置して

いるものであり，被告中部電力には安全配慮義務違反はない。 

   ｂ 防護義務，粉じん教育義務                  

 浜岡原発内では，作業者が石綿にばく露しないよう設備面において

も，作業管理面においても種々の災害防止措置が講じられていたので

あるから，被告中部電力には安全配慮義務違反はない。 

   （被告中部プラントサービスの主張） 

  （ア）安全配慮義務の有無について 

 現在の建設業労働災害防止協会の定める「石綿粉じんへのばく露防止

マニュアル」においても，パッキン・ガスケットの交換作業は，ばく露

防止のための対応が要求される作業レベルに該当しないとされており，

また，石綿障害予防規則上も具体的に列挙されている作業ではない。パ

ッキン・ガスケット等のシール材の交換作業の危険性が指摘された行政

文書が発せられたこともなく，現在においても，アスベストを含有する

シール材の交換作業が危険であるとの知見が確立されているとは言え

ない。 

 加えて，被告中部プラントサービスは，シール材の製造業者でもなけ

れば，注文主でもなく，シール材の交換作業の危険性を認識できるはず

もなく，また，パッキン・ガスケットは粉じんを飛散することは想定し
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難く，交換作業は短時間で終了するのである。 

 したがって，被告中部プラントサービスは，少なくとも平成１１年１

１月に労働基準監督署から指摘される以前においては，到底アスベスト

を含有するシール材の交換作業が，生命・健康に重大な影響を及ぼすこ

となどおよそ予見することが不可能であったことは明らかである。 

  （イ）安全配慮義務の主体について 

 本件の作業現場は被告中部電力の管理する浜岡原発であり，作業対象

設備，点検範囲，数量，工期，場所等は発注者である被告中部電力が決

定し，実際の人員の配置については被告太平電業が決定していた。また，

資材や工具等も被告中部プラントサービスが手配したものではなく，被

告中部プラントサービスの従業員が，野口工業等の２次下請業者の従業

員はもちろん，上記従業員に対する指揮・命令等を行っている現場作業

指揮者（２次下請業者の従業員で，浜岡原発において３年以上の従事経

験のある者）に対して指示・命令等を行うこともなかった。現場作業指

揮者の監督を行っていたのは被告太平電業の従業員であり，被告中部プ

ラントサービスの従業員は，あくまで請負契約の内容に沿った作業であ

るか，安全に作業が遂行できているかを監督し，その範囲で被告太平電

業の従業員である工事担当者に対して指導助言を行うことがあるに過

ぎず，常時現場に立ち会ったり，野口工業の従業員らと共に実際に作業

を行うことはなかった。そして，何よりは被告中部プラントサービスの

２次下請業者の従業員に過ぎないという関係からすれば，被告中部プラ

ントサービスと Ｄとの間に特別な社会的接触の関係などなかったこ

とは明らかである。 

 したがって，被告中部プラントサービスは， Ｄに対して安全配慮義

務を負わない。 



 32 

   （被告太平電業の主張） 

  （ア）安全配慮義務の有無について 

 被告太平電業が，野口工業に下請けさせていたシートパッキンやガス

ケットの交換作業にはアスベスト含有製品の交換もあったが，①いずれ

も非飛散型の製品になっており，一見してアスベストの含有が予測され

る性状でもなく，当時アスベスト含有製品にはその旨の表示がされてい

なかったから，その製品にアスベストが含有されているか否かはカタロ

グにでもよらなければ知ることはできなかった。その上，この交換作業

は被告中部電力から被告中部プラントサービスを通じて支給される部

品の交換作業であるに過ぎず，被告太平電業や野口工業が製品の選択を

した作業でもない。②また，野口工業が下請けしたシートパッキンやガ

スケットの交換作業は，平均して年間約１４日弱，月間約１．１２日（推

計）の作業でしかなく，被告太平電業らがアスベスト含有製品を継続的

に扱っていた事実はない。③さらに，上記のとおりの作業方法から，ア

スベスト粉じんの飛散の機会自体が少なくなっていた。 

 以上より，被告太平電業らが，その交換作業により「労働者の生命・

健康の安全性に疑念を抱く」程度の危惧を抱く事情にはなく，予見可能

性はなかった。 

   （イ）重畳的な請負契約関係における安全配慮義務の主体について 

 被告太平電業が下請の野口工業の従業員である Ｄに対し，下請業務

の作業実行について，一般的な安全配慮義務を負うことは，特に争わな

い。 

   （ウ）安全配慮義務の内容及びその違反について 

 原告の列挙する安全配慮義務違反の主張は，「粉じんが飛散し浮遊す

る職場」の労働者や「粉じんにばく露された状態で労働に従事する」労
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働者の健康管理を行う一般的な義務であるものを列挙しているに過ぎ

ない。しかし，上記のように，被告太平電業が野口工業に下請させ， Ｄ

が野口工業の社員として参加することがあった作業は，それらが特に必

要とされるレベルには達していない。 

   ウ 争点ウ（被告らの安全配慮義務違反と Ｄの死亡との間の因果関係の有

無）について 

   （原告らの主張） 

  （ア）因果関係について 

   ａ 訴訟上の因果関係の立証 

訴訟上の因果関係の立証は，一点の疑義も許されない自然科学的証

明ではなく，経験則に照らして全証拠を総合検討し，事実と結果との

間に高度の蓋然性があることを証明することであり，その判定は，通

常人が疑いを差し挟まない程度に真実性の確信を持ちうるものであ

ることを必要とし，かつ，それで足りるとされている（最高裁判所昭

和５０年１０月２４日第二小法廷判決・民集２９巻９号１４１７頁）。 

   ｂ 疫学的因果関係 

わが国においては中皮腫症例の８０％以上にアスベストばく露が

証明されており，アスベスト粉じんの吸引が中皮腫の最大の原因とい

うことができる。また，悪性中皮腫の発症自体がアスベストばく露の

指標とされていることからしても，アスベストばく露と悪性中皮腫発

症との疫学的な因果関係は明らかである。 

なお，悪性中皮腫は，大量かつ長期間のアスベストばく露を原因と

して発症する石綿肺と異なり，少量かつ短期間のアスベストばく露で

あっても発症する疾病である。 

   ｃ 本件における因果関係 
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 Ｄは，昭和６１年から平成１６年までの１８年間にわたって，浜

岡原発構内において，アスベストを含有するガスケット，パッキン等

の交換業務に従事しており，その作業過程において被告らの粉じん対

策が不十分であったためにアスベスト粉じんを吸引し，その結果，悪

性中皮腫に罹患して死亡したものであって，因果関係があることは明

白である。 

  （イ）因果関係に関するその他の主張 

   ａ 因果関係と「業務起因性」の関係 

  （ａ）労災民事訴訟における傷病発生の因果関係については，労災保険

請求における業務起因性の概念と類似するものである。 

  （ｂ）本件訴訟に先行して，名古屋東労働基準監督署長が業務災害認定

を行っているが，その調査内容から， Ｄが浜岡原発構内での作業

中にアスベストにばく露し，その結果悪性中皮腫を発症したことは

明らかである。 

     したがって，業務起因性が認められる本件においては，アスベス

トばく露と中皮腫発症との因果関係が事実上推定されるというべ

きである。 

   ｂ 潜伏期間との関係について 

アスベストばく露から中皮腫発症までの平均潜伏期間は概ね４０

年程度とされているが，これはあくまでも過去の症例の平均値に過ぎ

ないもので，ばく露から発症時まで平均値に遠く及ばない事例もあ

る。 

したがって，平均潜伏期間に満たないことを理由に，被告らの安全

配慮義務違反と死亡との間の因果関係を否定することはできない。 

   （被告ら共通の主張） 
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  （ア） Ｄは，余熱除去ポンプ等のパッキン交換において，アスベストにば

く露し得る環境にはなかったのであるから， Ｄの浜岡原発における作

業と，同人が腹膜原発悪性中皮腫を発症して死亡したこととの間に相当

因果関係がないことは明白である。 

  （イ）仮に， Ｄの腹膜原発悪性中皮腫の発症が昭和６１年から従事した浜

岡原発での作業中に吸引したアスベストが原因であるとすれば，平成１

１年度から同１３年度の３年間において，石綿による中皮腫として労災

認定された９３件を対象に行われた調査における平均潜伏期間（４１．

１年）や最小値（２７．３年）に鑑み，平成１６年の発症は極めて特異

なものであり，このことは， Ｄの腹膜原発悪性中皮腫の発症が，昭和

６１年以前の別の要因によるものであることを窺わせる事情である。 

   （被告中部電力及び被告中部プラントサービスの主張） 

  Ｄは，昭和５６年３月から昭和６０年５月までの間，勇喜漁業で勤務

し，かつお一本釣り漁船で漁師として従事していたところ，一般に船舶に

は石綿が吹き付けられており，船舶の配管にもアスベスト含有製品が用い

られているため，船舶製造及び修理業者が中皮腫として認定されるケース

が極めて多く，造船でのアスベストばく露は石綿を直接取り扱わない作業

者でもアスベストにばく露するケースもあるのである。 

 このように，４年３か月もの間，かつお一本釣り漁船内で寝泊まりをす

る業務に従事していたが，同漁船内でアスベストにばく露した可能性は否

定できず，むしろ，潜伏期間との関係では， Ｄはかつお一本釣り漁船で

漁師として従事していた際にアスベストにばく露したと考えるのが自然

である。 

   エ 争点（４）（工作物責任の有無）について 

   （原告らの主張） 
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 被告中部電力は，工作物である浜岡原発を占有しているところ，アスベ

スト粉じんが飛散しないように局所排気装置などを設置して粉じんの除

去を徹底しなければならないにもかかわらず，特に建屋外に設置されたポ

ンプについては，上記のような装置を設置せずに，アスベストの飛散する

作業に当たらせていたものであり，工作物の保存に瑕疵があった。 

   （被告中部電力の主張） 

  （ア）アスベスト含有製品の使用が工作物の設置又は保存の瑕疵に該当する

か否かは，有効な代替製品の存在の有無（新技術の有効性），アスベス

ト製品の使用の社会的有用性，相当性が是認されているか（使用により

回避される危険の大きさ），使用による危険性の程度，危険防止策の実

施等諸般の事情を総合考慮して判断されるべきである（最高裁判所昭和

６１年３月２５日第三小法廷判決・民集４０巻２号４７２頁参照）。 

（イ）余熱除去ポンプ，原子炉機器冷却海水ポンプの付属小口径配管等にお

いて使用しているアスベストが含有されているパッキン，ガスケットは，

シール材としての必要条件を満たす石綿の代替材料が存在しないため，

平成１６年１０月の労働安全衛生法施行令改正においても石綿製品禁止

の対象から除外されており，これらの使用は，社会的に有用性，相当性

が是認されている。そして，これらパッキン，ガスケットが使用される

箇所は限られており，かつ，これらの箇所の作業については，石綿ばく

露による災害防止措置を策定・実施しており，安全性に欠ける点はない。 

  屋外に設置されている原子炉機器冷却海水ポンプについては，万一ア

スベスト粉じんの飛散が生じたとしても自然通風によって瞬時に空気

中に離散するはずであり，局所排気装置の必要性，有効性は全くなく，

建屋外のポンプについて局所排気装置が設置されていないことが工作

物の設置又は保存の瑕疵とはいえない。 
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   オ 争点（５）（損害の発生及びその額）について 

   （原告らの主張） 

    （ア）逸失利益 ６０４５万４９９９円 

           年収      生活費控除   ２８年間のライプニッツ係数 

        ５７９万７０００円×（１－０．３）×１４．８９８１ 

                                                 ＝６０４５万４９９９円 

    （イ）入院慰謝料 ３００万円 

         Ｄは，合計１６９日間にわたり入院した上，絶えず不治の病である

腹膜原発悪性中皮腫の激痛に耐えながら闘病生活を続けていたのであ

るから，その精神的・肉体的苦痛に対する慰謝料は３００万円を下らな

い。 

    （ウ）死亡慰謝料 ３０００万円 

         Ｄは，両親，妻及び就学中の子２人を扶養しており，３９歳の若さ

で死亡した無念さを考慮すれば，死亡慰謝料は３０００万円を下らな

い。 

    （エ）葬祭関係費用 １５０万円 

   （オ）損益相殺 ２５７２万４０５８円 

        原告らは，労災保険年金，労災就学等援助費として１５３７万５８５

２円，労災葬祭料として６２万２９５０円，厚生遺族年金として９７２

万５２５６円を受領した。 

    （カ）弁護士費用 

        本件事故と相当因果関係にある弁護士費用は，原告 Ａ 分につき３

４０万円，同 Ｂ及び同 Ｃ分につき各１７０万円を下らない。 

   （被告ら共通の主張） 

       争う。 
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   （被告中部電力の主張） 

      Ｄが野口工業から支給されていた生前の実収入は，年収約３７４万６

４０４円（平均日額１万２６４円１２銭×３６５日）と推定される。 Ｄ

の実収入は学歴別・年齢別平均賃金や学歴別・全年齢平均賃金に達してお

らず，将来的にこれらの賃金が得られる蓋然性は認められない。よって， 

Ｄの逸失利益の基礎収入は，生前の実収入によるべきである。 

     また，原告 Ａ も稼働している事実から， Ｄの生活費控除率は４０％

とするのが相当である。 

     原告らの請求にかかる慰謝料は，いずれも高額に過ぎる。 

第３ 争点に対する判断 

 １ 前提事実並びに証拠（甲Ａ１ないし１０，甲Ｂ１ないし３，甲Ｃ１ないし４，

乙Ａ１ないし４，６ないし１７，乙Ｂ１，丙Ａ６（一部），丁Ａ１ないし５，

６（一部），７，丁Ｂ３，証人 Ｅ，証人 Ｆ（一部），証人 Ｇ（一部），

証人 Ｈ（一部），原告 Ａ 。ただし，枝番号を含む。）及び弁論の全趣旨

によれば，次のとおりの事実が認められる。 

 （１）アスベスト及びシール材について 

ア アスベストについて 

 アスベスト（石綿）は繊維状の鉱物であり，蛇紋石族石綿（クリソタイ

ル（白石綿））と角閃石族石綿（アモサイト（茶石綿），クロシドライト

（青石綿），アンソフィライト石綿，トレモライト石綿，アクチノライト

石綿）に分類される。世界保健機関（以下「ＷＨＯ」という。）や国際労

働機関（以下「ＩＬＯ」という。）などの公的機関は，上記６種類の石綿

の原料となる各鉱物のうち顕微鏡レベルで長さと幅の比が３以上のアス

ペクト比をもつ繊維状のものを石綿と定義している。クリソタイルの繊維

の直径は約０．０２～０．０６マイクロメートルである。石綿は，燃えな
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い，腐らない，酸やアルカリに侵されにくい，他の物質との親和性がある

など優れた性質を多くもっており，これらの長所を生かして，重要な工業

材料として各分野で使用されてきた。 

 産業用に使われてきた石綿は，クリソタイル，アモサイト，クロシドラ

イト及びアンソフィライトの４種類であり，そのうち，クリソタイルが全

体の９割以上を占め，次いで，アモサイト，クロシドライトの順に用いら

れてきた。 

 我が国においては，石綿の工業的な利用として，明治時代の後半に保温

材やシール材などの生産が開始され，大正時代に建築材料の生産が始まっ

た。シール材は代表的な石綿製品である。 

 石綿繊維は，粉砕により縦に裂ける傾向があり，高いアスペクト比を保

ったまま細くなる。細くなった石綿繊維は，人が吸入すると鼻毛や気管・

気管支の絨毛を通り越して肺胞に到達しやすい。戦前から石綿を取り扱う

事業場においては，石綿を原因とするじん肺の一種である石綿肺が発生し

ており，戦前からその危険性が認識されていた。 

イ シール材について 

 諸工業に使用されるシール材とは，パッキンやガスケットの総称であ

り，タンク（反応釜），パイプライン，装置機器等を接続する際の継ぎ目

から流体が漏れることを防止する役割を果たすものである。通常，溝など

に封入され一対のシール部分が互いに運動する箇所に使用されるもの（封

入材）をパッキンと呼び，配管などのフランジ部分に固定され動くことが

ない箇所に使用されるものをガスケットと呼ぶ。 

 石綿を用いたシール材は，基礎素材である石綿糸，石綿紡織品，石綿紙

又は石綿板等に他の素材を複合し，これを成形加工して製造する。 

 ガスケットの一種であるジョイントシートとは，重量比で６５％以上の
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クリソタイル石綿，バインダーとして１０％以上のゴム及びゴム製品，充

填材を原料として，緻密で均一な厚紙状に加熱圧縮したものである。浜岡

原発で使用されるジョイントシートは，加工済みの製品であり，取替えに

従事する作業員が加工することはない。 

 うず巻型ガスケットとは，高温高圧用に製作されたセミメタリックガス

ケットであり，Ｖ字形等の断面を有するテープ状の金属板（フープ）と石

綿紙（フィラー）を交互に渦巻状に巻き上げて両端を溶接したものである。

うず巻き型ガスケットは，製品の構造上，フランジ面に固着しにくい性質

を有する。 

 パッキンの一種であるグランドパッキンとは，バルブのスタッフィング

ボックスに組み込まれて軸部分から流体が漏れるのを封止するために使

用されるものであり，特殊潤滑剤等を施した材料繊維を中芯として，芯材

の外周を金属線の細線によって補強した黒鉛等で編組し，特殊潤滑剤，黒

鉛及び防食処理等を施された紐状のパッキンである。グランドパッキンが

軸部分に固着することはほとんどない。 

 シール材は，耐熱性，強度，薬品に侵されないことなどの点で過酷な条

件を満たす必要があり，石綿を代替する適当な材料が存在しなかったた

め，平成１６年１０月１日施行の労働安全衛生法施行令の一部を改正する

政令による石綿製品禁止の対象から除外された。 

 平成１７年８月３日時点において，浜岡原発で用いられているシール材

のうち全数の約９６％である約１５万７０００個が石綿含有製品であっ

た。 

（２）腹膜中皮腫について 

  中皮は，漿膜と呼ばれる透明な膜で，肺，心臓，消化管などの臓器の表面

と体壁の内側を覆い，これらの臓器がスムーズに動くのを助けている。中皮
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腫は，漿膜の表面にある中皮細胞に生じる悪性腫瘍で，発生部位としては胸

膜・腹膜・心膜・精巣鞘膜がある。中皮腫の原因として疫学的に立証されて

いるものは石綿とエリオナイト（天然鉱物繊維）のばく露であり，その他に

は，放射線療法，胸膜の重大な傷跡，ＳＶ４０ウィルスが可能性として指摘

されている。日本で発症する中皮腫の要因はほとんどが石綿であり，中皮腫

は石綿肺や肺がんを起こす程度の吸入量よりもはるかに少ないばく露量（短

期間，間歇的，低濃度）でも発症する。 

  石綿のうち，中皮腫の発症力が強いものはクロシドライト及びアモサイト

である。クリソタイルはこれらに比べて発症のリスクは小さいと推測されて

いるものの，単独で中皮腫を発症させるリスクがあるとされている。中皮腫

のリスクはアスベストの種類だけではなく，サイズ（長さ，太さ，アスペク

ト比）や化学組成も関連しており，同じ石綿の種類でも産地によって異なる

ことも推測されている。 

  平成１１年度から同１５年度までの５年間において，石綿による中皮腫と

して労災認定された２３０人について見ると，ばく露期間の平均は２０．１

年，中央値は１７．１年，最大５０．２年，最小１．２年であり，石綿ばく

露開始から中皮腫発症の症状確認日までの潜伏期間は，平均３９．４年，中

央値は４０．０年，最大７０．８年，最小１１．５年であった。このうち石

綿による腹膜中皮腫として労災認定された４２人について見ると，ばく露期

間の平均は１９．２年，中央値は１８．３年，最大４７．０年，最小１．２

年であり，石綿ばく露開始から中皮腫発症の症状確認日までの潜伏期間は，

平均４２．３年，中央値は４３．５年，最大５２．３年，最小２７．３年で

あった。潜伏期間はばく露量が多い人ほど短くなるが，ばく露量の多い人は

中皮腫を発症する前に高度のじん肺や肺がんに罹患する率が高い。中皮腫の

平均潜伏期間は肺がんより長く，年数を経るほど発生頻度が高くなるので，
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石綿の体内沈着量がさほど多くなくても沈着した期間が長くなればなるほ

ど中皮腫が発生する危険性は高まる。 

  腹膜中皮腫は稀な疾患であるため報告は少ないが，半数例で石綿ばく露歴

がはっきりしないとされ，肺に病変がなくとも発症することが知られてい

る。石綿ばく露が腹膜中皮腫の原因となる機序については，石綿繊維が嚥下

されるため，石綿繊維が横隔膜を経て腹膜へ至るため，石綿繊維が肺門から

リンパ流に乗って腹腔内に到達するためという三つの仮説が存在する。 

（３）アスベストに対する規制 

  昭和３５年４月１日，じん肺法が施行され，石綿を解きほぐす作業及び石

綿を吹き付ける作業等が同法上の粉じん作業に位置づけられた。 

  昭和４６年５月には，特定化学物質等障害予防規則（以下「旧特化則」と

いう。）が制定された。旧特化則は，石綿に関して，アスベスト粉じんが発

散する屋内作業上では，原則，一定の除じん装置を有する局所排気装置を設

置すること，石綿を製造し，又は取り扱う作業場への関係者以外の立入りを

禁止すること，石綿を製造し又は取り扱う作業場に呼吸用保護具（マスク等）

を備え付けること等の規制を設けた。 

  昭和４７年１０月には労働安全衛生法が施行され，旧特化則は労働安全衛

生法の省令として再制定された（以下「特化則」という。）。特化則では，

建設業，製造業等の業種で新たに職務に就くこととなった職長等に対して石

綿に関する安全衛生教育を行う義務を事業者に課すなど，旧特化則における

規制等が充実強化され，以下のような規定が設けられた。 

① 石綿の粉じんが発散する屋内作業場については，当該発散源に局所排気

装置を設けなければならないが，それが著しく困難な場合，又は臨時の作

業を行うときは，全体換気装置を設けるか石綿を湿潤な状態にする等労働

者の健康障害を予防するため必要な措置を講ずべきこと。 
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② 特定科学物質等作業主任者を選任し作業主任者としての職務を行わせ

ること。 

③ 石綿等を取り扱う作業場には，呼吸用保護具を備えなければならないこ

と。 

  昭和４７年１２月，ＩＬＯ及びＷＨＯの国際がん研究機構が石綿のがん原

性を認め，これにより国際的な知見が確立した。 

  特化則は，昭和５０年９月３０日に改正，公布され，同年１０月１日から

施行された（全面施行は昭和５２年４月１日）。このうち石綿に関し以下の

改正がされた。 

① 石綿等を取り扱う作業場には，作業に従事する労働者が見やすい箇所

に，石綿等である旨の名称，人体に及ぼす作用，取扱い上の注意事項及び

使用すべき保護具を掲示すること。 

② 石綿等の切断の作業，石綿等を張り付けた物の解体等の作業，粉状の石

綿等を混合する作業等に労働者を従事させるときは，石綿等を湿潤な状態

のものとしなければならないこと。 

  これに合わせて，昭和５１年５月２２日，石綿を可能な限り代替化するこ

と（特にクロシドライトについては優先的に代替措置を執ること），局所排

気装置等の性能を強化すること，労働者に専用の作業衣を着用させるととも

に石綿により汚染された作業衣を他の衣服から隔離して保管すること等を

内容とする通達（基発第４０８号「石綿粉じんによる健康障害予防対策の推

進について」）が都道府県労働基準局長に対して発出された。 

  平成７年１月，労働安全衛生法施行令の改正により，クロシドライト又は

アモサイトを１％より多く含有する製品の製造，輸入，譲渡，提供及び使用

が原則禁止となり，平成１６年１０月には，クリソタイルも一部の用途を残

してほとんどの製品の製造，輸入，譲渡，提供又は使用が禁止された。 
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  平成１７年２月２４日，石綿障害予防規則が公布され，同年７月１日施行

された。 

 （４） Ｄの職歴及び健康状態について 

  Ｄは昭和５６年３月に中学校を卒業後，静岡県立漁業高等学園に１年間

通い，その後，昭和６０年ころまで勇喜漁業でカツオ漁に従事していた。そ

の後，昭和６０年５月ころから昭和６１年９月ころまでの間，浜岡製作所で

アルゴン溶接に従事していた。 

  Ｄは，昭和６１年９月２９日に野口工業に入社し，それ以来野口工業で

のみ稼働していた。 Ｄが勤務していたころの野口工業には従業員が９名程

度おり，作業を行う場所はほとんどが浜岡原発内であった。 

   中皮腫発症以前の Ｄは健康に問題がなく，病気で野口工業の仕事を休む

ことはなかった。 

 （５）請負契約及び作業の体制について 

  ア 請負契約について 

 電気事業法では，原子力発電所における安全上重要な設備を定期的に検

査することが定められており，被告中部電力は，浜岡原発において定期的

に点検を要する設備・機器について，点検内容や点検頻度等に関する社内

基準を定めている。定期点検工事は数か月間にわたるものであり，被告中

部電力の社内基準に基づいて計画される。 

 定期点検工事の計画後，被告中部電力は，工事仕様書を作成し，定期点

検の実施要領を請負会社に提示する。工事仕様書には，工事目的，工事箇

所，点検項目，予定工期，支払条件や被告中部電力が請負会社に提供する

電力，水，圧縮空気等の社給品，防護服，特殊工具等の貸与品，その他安

全管理，品質管理上の注意事項等が記載される。浜岡原発では，放射線管

理の目的から，作業場所の汚染の度合いに応じて防護服や全面マスクなど
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の着用が必要とされ，作業に必要でない物品の持込みが禁止されるため，

被告中部電力は，請負会社に防護服や工具の一部を貸与している。 

 被告中部プラントサービスは，被告中部電力から工事仕様書の交付を受

けると，見積書を提出して被告中部電力との間で請負契約（以下「元請契

約」という。）を締結する 

 被告中部プラントサービスは，工事仕様書の内容に従い，被告太平電業

との間で請負契約（以下「下請契約」という。）を締結し，被告太平電業

は，野口工業等の２次下請業者を選出して２次下請業者との間で請負契約

（以下「孫請契約」という。）を締結する。被告太平電業と孫請契約を締

結する２次下請業者は１０社から２０社程度存在する。被告中部プラント

サービスは，孫請契約には関与せず，被告太平電業から，当該工事に従事

する２次下請業者等が記載された工事従事者名簿の提出を受ける。 

イ 作業の体制について 

 被告中部プラントサービスは，元請契約の締結後，工事要領書を作成す

る。工事要領書には工事仕様書の内容が網羅され，作業手順が記載された

作業手順書や日毎の作業スケジュール（作業工程）が記載された作業工程

表が添付される。工事要領書には，点検する機器ごとに，具体的な工期，

作業手順，工事工程，取り外す部品や取り替える部品，必要人員，使用工

具の管理方法，安全上の注意事項及び被告中部プラントサービスの現場監

督者が留意し作業従事者に対して指導確認すべき重要管理項目等が詳細

に記載されるが，シール材の取り外し方法等の作業の具体的な実施方法や

手順については記載されず，野口工業の現場作業指揮者が決定する。被告

中部電力は，被告中部プラントサービスから工事要領書を受領し，工事仕

様書に記載された工事箇所及び点検項目等と齟齬がないかどうか確認す

る。工事要領書は，被告中部プラントサービスから被告太平電業を通じて，
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野口工業に交付される。 

 被告中部電力は，作業員が放射線管理区域内で使用する防護服，作業で

使用する工具，シール材等の資材の手配を行う。また，被告中部電力は，

定期点検工事中，作業員の感電防止のために分解点検を行う機器の電源を

切るほか，放射線管理の観点から，放射線業務従事者の指定登録と身分証

明カードの発行，防護服や全面マスク等の着用，不要品の持込み禁止等を

管理する。被告中部電力は，定期点検工事全体の進捗状況について，被告

中部プラントサービスの現場監督者に対して適宜報告を求めることや，品

質管理の観点から，点検機器及び部品の健全性確認や試運転確認等の重要

項目について現場監督者に立会いを求めることがあるが，現場監督者や作

業従事者に対して個々の具体的な作業について指図や管理をすることは

ない。被告中部電力が調達したシール材は，被告中部プラントサービスに

おいてサイズ，個数及び材質等の確認が行われ，被告太平電業を経て野口

工業に渡される。 

 被告中部プラントサービスは，作業全般の調整業務を行う現場責任者に

自社の担当課長を選任するとともに，作業現場の監督をする現場監督者に

自社の従業員を選任する。被告太平電業は自社の従業員から工事担当者を

選任し，野口工業等の２次下請業者は自社の従業員のうち３年以上の従事

経験や一定の資格を有する者から現場作業指揮者を選任する。 

     被告中部プラントサービスの現場責任者は，概ね数十件程度の案件を抱

えて作業現場を掛け持ちしているため，特定の作業現場に常時立会うこと

はできない。また，現場監督者は，複数の作業現場を掛け持ちすることが

あるため，特定の作業現場に常時立会うことができるわけではないもの

の，ほぼ現場に常駐し，朝礼や現場での打合せに参加するほか，被告太平

電業の工事担当者を通じて作業を監督した。監督の具体的対象は，元請契
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約の内容に沿った作業であるか，安全に作業が遂行できているかという点

であり，その範囲で被告太平電業の工事担当者に対する指導助言を行う。

野口工業等の２次下請業者の従業員に対して，被告中部プラントサービス

の現場責任者や現場監督者が直接に，指揮，命令又は監督することはない。

また，被告中部プラントサービスの従業員が２次下請業者の従業員らとと

もに現場で作業を行うことはない。 

 被告太平電業は，足場材や工具等を手配するほか，工事担当者におい

て野口工業の現場作業指揮者を指揮監督し，朝礼を主宰した。ガスケッ

ト等の取り外しが困難な場合や，作業箇所が重要箇所である場合に，被告

太平電業の工事担当者が自らガスケット等の取り外しをすることがあっ

たほか，かつては，被告太平電業の従業員が現場作業指揮者を担当するこ

ともあった。 

 野口工業の作業終了後は，被告太平電業，被告中部プラントサービス

及び被告中部電力の社員が順次それぞれの立場で作業の完了を確認す

る。 

（６） Ｄの従事した作業等について 

ア 浜岡原発の区域について 

 浜岡原発内には放射線管理区域が設定されており，同区域においては，

作業場所の放射線レベルと作業内容に応じて，①放射性物質による汚染が

一定以上となる黄服エリア又は，②汚染が低レベルに留まる青服エリアが

定められる。建屋の中には，黄服エリアと青服エリアしかない。 

 黄服エリアにおける作業では，作業員が汚染防護服及び高性能フィルタ

ー全面マスクを着用するほか，高性能フィルター付き局所排気装置が設置

されており，汚染の程度がより高い場合には，「放射性物質除去のための

クリーンハウス」が設営されその内部で作業が行われることもある。黄服
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エリア内において作業員がマスクを装着しないでパッキンの取替作業を

することはない。 

 青服エリアにおける作業では，作業員が汚染防護服を着用するが，仕事

内容により，マスクをつけるときとつけないときがあった。 

 放射線管理区域外における作業では，作業服等の指定は行われていなか

った。 

 野口工業の社員が，黄服エリアでガスケットやグランドパッキンの取り

外し作業をする割合と青服エリアで同様の作業をする割合はおよそ７対

３の割合であった。 

イ 浜岡原発内のアスベスト含有製品について 

  Ｄが作業に従事していた可能性があるパッキン等のうち，アスベスト

含有のものは以下のとおりである（なお， Ｄが原子炉機器冷却海水ポン

プの点検作業に従事していたことを認めるに足りる的確な証拠はない。）。 

   （ア）１号機関連 

  余熱除去ポンプ関係 

 ⅰ ポンプ本体内のバルブ（弁）ボンネット部分や配管との接合部分

に使用されていたガスケット並びに入口配管及び「除洗座フラン

ジ」に使用されていたガスケット 

 ⅱ 付属配管に使用されていたガスケット及びシートパッキン 

（イ）２号機関連 

  余熱除去ポンプ関係 

 ⅰ ポンプ本体内のバルブ（弁）ボンネット部分や配管との接合部分

に使用されていたガスケット及び「スプール配管」のフランジ部分

に使用されていたガスケット 

 ⅱ 付属配管に使用されていたガスケット及びシートパッキン並び
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に「メカシールクーラー冷却水」に使用されていたシートパッキン 

（ウ）３号機関連 

  余熱除去ポンプ関係 

 ⅰ ポンプ入口配管及びポンプ出口配管に使用されていたガスケッ

ト 

ⅱ ポンプの付属配管に使用されていたガスケット及びシートパッ

キン 

（エ）４号機関連 

  余熱除去ポンプ関係 

 ⅰ ポンプ入口配管及びポンプ出口配管に使用されていたガスケッ

ト 

 ⅱ 付属配管に使用されていたガスケット及びシートパッキン 

（オ）その他 

① 焼却炉の配管フランジ，排気筒及び灰冷却ボックスに使用されてい

たガスケット（アスベスト含有製品は９個） 

② 以下のサンプポンプ（槽に溜まった水を外に排出するためのポン

プ）及び収集ポンプ（槽に水を溜めるためのポンプ）の配管接合部の

ガスケット及び弁の部分のグランドパッキン 

 ⅰ １号機原子炉建屋の原子炉格納容器内に設置された「機器ドレン

サンプポンプ」，「床ドレンサンプポンプ」及び「油ドレンサンプ

ポンプ」 

 ⅱ ３号機タービン建屋内に設置された「ＳＤサンプポンプ」 

 ⅲ ３号機タービン建屋内に設置された「高電導度廃液（ＨＣＷ）サ

ンプポンプ」（アスベスト非含有のものもある。） 

 ⅳ ２号機原子炉建屋の原子炉格納容器内に設置された「機器ドレン
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サンプポンプ」及び「床ドレンサンプポンプ」 

 ⅴ ３号機補助建屋内に設置された「高電導度廃液（ＨＣＷ）サンプ

ルポンプ」 

 ⅵ ３号機の補助建屋内に設置された「ＨＣＷ収集ポンプ」（黄服エ

リアが多い。） 

 ⅶ 「シャワードレンサンプポンプ」 

 ⅷ 「高電導度廃液収集ポンプ」 

ウ 野口工業及び Ｄの作業内容について 

  野口工業の従業員は，浜岡原発１号機から４号機までの建屋の内外の作

業を行っていた。屋外での作業は，全体の１，２割である。 Ｄが入社し

た昭和６１年以降の野口工業における作業の大半は，浜岡原発内で行われ

ていた。 

   Ｄは，昭和６１年９月末ころから平成１６年８月１８日まで，野口工

業の従業員として，補機と呼ばれる機器であるポンプ，タンク，クラッド

セパレーター（遠心分離器）及び焼却炉の分解，点検及び手入れ等の作業

を他の従業員と共同して行っていた。 Ｄは，他の社員と同じ内容の作業

をローテーションで行っていた。 Ｄの作業内容に時期による変化はな

い。 

  野口工業が取り扱うポンプ等の台数は，１か月当たり５台程度であり，，

取り外すガスケット等の枚数は，野口工業全体で１か月当たり平均２０枚

から３０枚程度であった。ガスケット等の取り外し及びフランジ面の清掃

には，１回当たり平均約２分程度を要し，短い場合には数秒，長い場合に

は約１０分程度かかる。ガスケット等の取り外し作業は，概ね３名ないし

７名程度の作業員が共同で行っていた。 

  浜岡原発における Ｄの作業日数は，平成１４年４月１日から平成１６



 51 

年８月１８日（８７１日間）までの間において合計５８６日であった。そ

のうち，パッキン等を取り外す作業に従事した日数は，放射線管理区域外

において合計２日であり，青服エリアにおいて合計２２日（そのうち，グ

ランドパッキンの取り外しは５日），黄服エリアにおいて合計６８日（そ

のうち，グランドパッキンの取り外しは３日）であった。 

エ 具体的な作業方法について 

  作業全体の工程は，①ポンプの分解，②分解部品の点検手入れ，③計測

や非破壊検査，④顧客の外観検査，⑤組立て，⑥試運転・検収から成って

おり，ガスケットやパッキンの取り外し作業は，①②に当たる。 

  配管のフランジ部分に使われていたガスケット等は，スパナ，ラジェッ

ト，ハンマーにより配管のボルトを緩めることで自然に脱落するものもあ

れば，締め付けられていたためにフランジ面に固着している場合もある。

作業員は，ガスケット等をはがしやすくするため，水を含ませたウエス

（布）で固着したガスケット等を濡らせたり，スクレイパーという工具を

用いて剥離する。スクレイパーを用いても剥離されない場合，作業員は，

剥離剤を塗布することによりガスケット等をふやかして剥離していた。剥

離剤はゼリー状あるいはスプレー状（ガスケットリムーバー）のものであ

り，ガスケットリムーバーを使用する際，作業員は，放射線管理区域であ

るか否かにかかわらずゴーグルとマスクを装着していた。 

  作業員は，ガスケット等を取り外した後，フランジ面を水で濡れたウエ

スで拭き，ガスケット等のかすや錆を取り除く。ウエスで不十分な場合に

は，サンドペーパー（研磨材）や水を含ませたスコッチブライト（ナイロ

ンたわし）を用いてフランジ面を磨き，ガスケット等のかすや錆を除去す

る。その際，作業員は，フランジ面の状態を確認するため，顔をフランジ

面に約３０センチメートル程度まで近づけることになる。作業員は，強固
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な錆等に対してワイヤーブラシを用いることがあるが，フランジ面に対し

て使用することはない。 

  被告太平電業の工事担当者であった           Ｆ   

は，フランジ面を清掃する作業員に対し，ガスケットを取り外した後，ほ

こりが舞いそうなときはマスクを着用するよう指示していた。 

  分解の途中でガスケットが自然にはがれなくても，半分はがれているよ

うな状態のときは，ウエスで濡らさないでそのまま取る場合もあった。 

  グランドパッキンの取り外し作業は，スタッフィングボックスからケガ

キ針等を用いてすくい上げるようにして取り外すというものであり，その

際，グランドパッキンは，回転軸に接触する部分が硬く，他の部分が油で

湿った状態であるため，回転軸に固着することはほとんどなく，１分程度

で容易に取り外すことができる。その後，作業員は，スタッフィングボッ

クス内をナイロンたわしやサンドペーパーを用いて清掃した。 

  作業員は，平成１２年まで，黄服エリア以外の場所においては，剥離剤

を使用する場合を除き，概ねマスクを装着しないままガスケット等の取り

外し作業を行っており，取り外し後に行われるフランジ面の清掃作業等に

おいて，ほこりや錆の飛散が予想される場合にのみ，現場作業指揮者の指

示や各自の判断によりマスクを装着したり，タオルを口に巻くなどしてい

た。 

  使用していたマスクは，使い捨て式の防じんマスク（使い捨て防じんマ

スクＤＳ２）と平成１１年ごろから使用されるようになったフィルター交

換式のマスクの２種類であった。いずれも，口と鼻の周りを隠すような形

のマスクであった。 

  取り外した古いガスケット等は，取り外す際に湿潤化しているので表

面は濡れているが，裏面は濡れていない場合がある。作業員は，取り外
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したガスケット等をすぐに各自専用のビニール袋に入れて口を縛り，廃棄

物を担当する係員に引き渡す。 

  広い部屋などで，野口工業の社員と他の会社の社員が並行して作業をす

ることもあった。 

（７）放射性物質対策及びアスベスト対策について 

ア 放射性物質対策について 

  黄服エリアにおいて，放射性物質の粉じんが発生する作業場所は，工事

別計画書に従い，機器ごとに指定している。具体的な機器や作業内容に応

じて必要な装備を指示する。 

  青服エリアの作業については，放射線管理の見地からは，マスクの着用

は指示しておらず，監督者又は指揮者の判断に委ねていた。 

イ アスベスト対策について 

  平成６年ないし平成１３年に作成されたガスケット及びジョイントシ

ートパッキンの製品安全データシートには，「使用済みの本製品を取り替

える際に発生する粉じん中に吸入性繊維が含まれるので，長期間にわたり

大量に吸入すると呼吸器系障害を生じる可能性がある。」，「長期間，多

量にクリソタイル石綿を吸入したとき，じん肺などを起こすおそれがあ

る。」，「本製品の切断加工，ガスケットの取り外し等は石綿障害予防規

則でいう『石綿を取り扱う作業』に該当するので，下記の点に注意するこ

と。但し，所定形状・寸法に加工されたガスケットの単純な取付け作業は

『石綿を取り扱う作業』に該当しない。①石綿障害予防規則に従い，作業

主任者の選任，特殊健康診断等を実施する。②屋内の取り扱い作業場所で

は，局所排気装置・集塵装置の設置などを行い粉じんの飛散を防止するこ

と。③粉じんの飛散防止ができない場合には，作業者に適切な呼吸用防護

具（防じんマスク）を着用させること。・・・④取扱い後は，うがい及び
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手洗いを励行すること。⑤作業時は湿潤化を推奨する。・・・粉じんの発

生が防止できない時は，呼吸用保護具を着用する必要がある。呼吸用保護

具としては，濃度に応じて国家検定を受けた取換え式，使い捨て式防じん

マスク等を選定すること。なお，取換え式防じんマスク及び使い捨て式防

じんマスクは顔面への密着に留意するとともに，特に，取換え式防じんマ

スクは，フィルターの点検と交換等の保守管理を適切に行うこと。」など

の記載がある。原子炉機器冷却海水ポンプに使用するシール材の製品仕

様，注意事項にも上記と同様の記載があるほか，「人についての症例：石

綿肺（じん肺），石綿肺がん，悪性中皮腫がある。・・・悪性中皮腫は，

クリソタイル石綿も原因の一因かが議論されている。」などと記載されて

いる。 

   Ｅや野口工業の作業員は，シール材に含まれているアスベストの危険

性についての認識が十分でなく，ガスケット等の交換作業の際に，常にマ

スクをしていたわけではなく，マスクをしないで作業することがあった。 

平成１１年末ころ，被告中部プラントサービスは，労働基準監督署か

ら，ガスケット等の取り外し作業に際して防じんマスクの着用や湿潤化

を徹底するよう指導された。被告中部プラントサービスは，これを受け

て，平成１２年３月１５日，下請企業等を対象に特定化学物質等作業主任

者技術講習を実施し， Ｄはこれに参加した。同講習では，石綿に関して，

テキスト２，３頁分に集約された石綿の名称，用途，有害性，障害の予防

及び保護具等の記述内容が確認された。被告太平電業は，平成１２年９月

１２日， Ｄらに対し粉じん特別教育を行った。 

  被告中部プラントサービスは，平成１２年１月以降，ガスケット等の

取り外し作業を行う作業員に対し，湿潤化と防じんマスク着用の徹底を

指導監督した。被告太平電業は，平成１２年ころから，ガスケット等を取
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り扱う場合には，マスク等を装着するよう指導した。 

  平成１２年以降は，被告中部プラントサービスや被告太平電業の指示に

より，マスクの着用などアスベスト対策が執られるようになり，作業員は，

ガスケット等の取替作業において必ず防じんマスク，全面マスク又はフィ

ルター付きマスクを着用するようになった。 

  なお，黄服エリアにおける作業で従前から着用されていた全面マスク

は，汚染物質を通さない粉じんの吸着管があるため，アスベストも通さな

い。 

   Ｆが浜岡原発の作業にあたって，アスベスト濃度を測定したことは一

度もない。 

 （８） Ｄの中皮腫の発症及びその後の経過について 

  Ｄは，平成１６年８月３０日，腹部の異常を訴え，聖隷浜松病院消化器

科に入院した。 

  Ｄは，同年９月９日，腹膜原発悪性中皮腫と診断され，同年１１月５日

まで引き続き入院した。その後，同月１５日から１８日，同年１２月２０日

から２３日，平成１７年１月２４日から３月２８日，同年５月１１日から２

６日と合計５回にわたり，同病院に入院した。 

  Ｄは，平成１７年５月２７日から榛原総合病院に入院し，同年６月８日，

腹膜悪性中皮腫を原因として３９歳で死亡した。 

（９）労災認定手続の経過等について 

 ア 平成１８年２月１４日，磐田労働基準監督署（以下「磐田労基署」とい

う。）から野口工業に対し，労災関係書類の提出が命じられた。 

  Ｅは，平成１８年２月１６日，孫請業者である野口工業が保有する資料

だけでは労災関係書類を作成できなかったため，被告太平電業の労務担当者

である       Ｉ        に相談した。 Ｉは， Ｅに協力
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することとし，当時浜岡事業所所長であった             Ｊ

から聞き取りをして資料の提供を受け，平成１８年３月３日付けで，「労災

保険給付にかかわる報告書」と題する Ｅ名義の文書（甲Ａ５の１）を作成

した。同文書には以下の記載がある。 

（ア）取り扱っていた石綿製品の名称（含有する石綿繊維の種類，含有率） 

 「①名称 ジョイントシート，高温バルブ用パッキン（配管・機器フラン

ジ部のパッキン） 

 ②種類 クリソタイル石綿（白石綿） 

 ③含有率 ６５～８０％」 

（イ）石綿の取扱量（月間） 

 「弁・配管・機器類のフランジ部の成型パッキン及び，弁・機器のグラン

ドパッキン取替。（約２０～３０枚／月）」 

（ウ）作業工程図 

 「機器点検概略作業のフロー 工具機材準備点検→作業エリアシート養生

→分解前記録採取→機器分解→旧パッキン，ガスケット取外し→パッキ

ン，ガスケット当り部ミガキ→機器組立→試運転→作業エリア撤去除染片

付」 

（エ）作業姿勢 

「①機器分解時は，約６割全面マスク使用 

 ②フランジ部等の近くで目視確認をしながら，ミガキ作業を行う。」 

（オ）保護具の使用状況 

  防じんマスク，手袋，作業着 

（カ）職歴及び石綿暴露作業従事歴 

  所属場名   有限会社野口工業（浜岡原子力発電所内） 

  在職期間   昭和６１年９月２９日～平成１７年６月８日 
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  石綿ばくろ作業従事期間 

         昭和６１年９月２９日～平成１６年８月１８日 

  石綿ばくろ作業内容 

         定期点検工事ポンプ点検工事等におけるパッキン交換 

作業 

 磐田労基署の厚生労働事務官からの問合せを受けて， Ｉは，平成１８年

７月６日，磐田労基署に対し，『石綿の取扱量（月間）』について，パッキ

ンの１ヶ月の取替枚数の算出根拠につき，「経験から過去１人が取り扱う量

を概算（最大値３０枚）で報告した。客観的なデータ（算出根拠）ではない。」

などの報告をファックスで行った。 

イ 聖隷浜松病院の  Ｋ 医師は，平成１８年７月５日，磐田労基署長に対

して，平成１６年９月９日実施の組織診（生検）により Ｄを腹膜悪性中皮

腫と診断したこと，本例は腹膜原発であり，胸膜，肺の病理検索はされてい

ないが，石綿ばく露と発症には何らかの因果関係があるものと推測されるこ

と等を内容とする意見書を提出した。 

 浜松医科大学付属病院の医師（地方労災医員）である  Ｌ 医師は，平

成１８年７月２８日，磐田労基署長宛で，「本症例をまとめると①石綿のば

く露歴あり（病歴より）②石綿肺と肺がんの症状，所見はない（病歴，ＣＴ

より）③中皮腫の病理診断あり（・・・）（・・・）以上より・・・おそら

く石綿によるかつ確定的な腹膜中皮腫と考えられる。」との内容の意見書を

提出した（甲Ａ８）。 

ウ 磐田労基署の厚生労働事務官は， Ｄについての実地調査復命書（甲Ａ４）

を作成し，磐田労働基準監督署長は平成１８年８月３０日，これを決裁し，

事件を名古屋東労働基準監督署に回送した。上記実地調査復命書には以下の

記載がある。 
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（ア）傷病名について「本傷病名は本通達（平成１８年２月９日付け基発第０

２０９００１号『石綿による疾病の認定基準について』）第１－１（３）

の中皮腫と考えられるので，石綿との関連が明らかな疾病に該当する。」 

（イ）石綿ばく露作業について「作業工程表，現場写真及び事業主聴取書より

以下のような作業を行っていたことが確認できる。 

① 原発内部において，ポンプ等の点検手入れ作業の際に，フランジと呼

ばれる部分に使用される石綿含有のパッキン（種類：クリソタイル石綿

／含有率：６５～８０％）の交換を行なう。 

② 古いパッキンの中にはくっついてしまって剥がれにくくなっている

ものもあるので，鉄の爪を使ってそぎ取るようにパッキンを剥がす。手

作業できれいに取るため顔を近づけて作業を行っている。 

③ 防じんマスクの着用については，当該事業場では平成１２年頃から着

用が徹底されてきたが，それ以前はアスベストの有害性に関する認識が

なかったため，マスクの着用は徹底されてなく，マスクなしで作業を行

っていたものと考えられる。 

④ パッキンの交換に要する時間は１回に１０分程度，被災者は１ヶ月に

２０～３０枚程度行っていた。１０分×３０枚×（１８年×１２ヶ月）

＝１０８０時間 

 上記作業は本通達第１－２（７）『石綿製品が被覆材又は建材として用

いられている建物，その附属施設等の補修又は解体作業』に該当するばく

露業務と考えられる。」 

（ウ）調査官意見 

 「被災者は上記のとおり当該事業場において１８年間に渡り石綿ばく露業

務に従事していたものと認められ，かつ，傷病名は石綿と関連が明らかな

中皮腫である。 
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  したがって，本件は石綿ばく露労働者に発症した腹膜の中皮腫で，本通

達第２－３（１）のイ『石綿ばく露作業への従事期間が１年以上あること』

に該当するものと判断できる。よって，別表第１の２第７号の７に該当す

る業務上の疾病として取り扱うのが妥当と思料する。」 

エ 名古屋東労働基準監督署所属の厚生労働事務官は，平成１８年１０月１９

日， Ｄについて，昭和６１年９月から平成１６年８月まで原発内において

ポンプの分解，点検，手入れ業務の中で石綿含有のパッキン（クリソタイル

石綿，含有率６５～８０％）の除去，取替作業をしていた，腹膜悪性中皮腫

が発症し，職業性アスベストばく露作業が１年以上あることから，業務によ

り当該傷病を発症したものと認められるなどと記載した調査結果復命書を

作成した。 

 名古屋東労働基準監督署長は，平成１８年１０月２４日， Ｄの疾患を業

務災害と認定し，遺族補償年金，遺族特別支給金，遺族特別年金，葬祭料の

支給を決定してこれを原告 Ａ に通知した。 

 ２（１）そこで，上記認定事実に基づいて各争点について以下検討する。 

      まず， Ｄのアスベストばく露の有無については，以下の点を指摘するこ

とができる。① Ｄは，腹膜原発中皮腫で死亡したものであるが，中皮腫の

主たる発症原因は石綿ばく露とされ，他の要因としてエリオナイト，放射線

療法，胸膜の重大な傷跡，ＳＶ４０ウィルスが指摘されているところ（１

（２）），エリオナイトは日本で産出されていない鉱物であり， Ｄがこれ

に触れる可能性があったとは考え難いし，中皮腫に罹患する前に Ｄの健康

状態に問題はなかった（１（４））のであるから， Ｄの中皮腫の発症原因

は石綿ばく露であると認められる。この点は，労災認定の際の主治医の意見

でも「石綿ばく露と発症には何らかの因果関係があるものと推測される」と

され，地方労災医員の意見でも「おそらく石綿によるかつ確定的な腹膜中皮



 60 

腫と考えられる」とされているところである（１（９）イ）。したがって， 

Ｄは生前にアスベストのばく露を受けたと認められる。②そして，野口工業

における Ｄの作業内容には，ポンプや焼却炉等の点検検査時におけるガス

ケットやパッキンというシール材の交換作業が含まれていたところ（１（６）

ウ，エ），ポンプや焼却炉等に使用されていたシール材にはアスベストを含

有する製品が使用されていた（１（６）イ）のである。 Ｄは，スパナ，ラ

ジェット，ハンマーでボルトを緩めるなどして配管等の分解作業をし，ボル

トを緩めるなどしたことによって配管の継ぎ目等に使用されていたガスケ

ット等が自然にはがれた場合を除いて，フランジ面に張り付いたガスケット

等を鉄の爪とも呼ばれるスクレイパーを使ってそぎ取るようにはがし，その

後に，ガスケット等がはずれたフランジ面をサンドペーパー（研磨材）やナ

イロンたわし等で磨いて，フランジ面に張り付いたガスケット等のかすや錆

をきれいにするという作業をしていたもので（１（６）エ），ガスケット等

のかすや錆が研磨の際に飛散するおそれがあった。浜岡原発で使用されてい

たシール材の製品安全性データシートにおいても，取扱い上の注意として，

ガスケット等の取り外し作業は石綿障害予防規則でいう「石綿を取り扱う作

業」に該当するから，作業時には作業者に防じんマスクを着用させるととも

に湿潤化を行うなど必要な措置を行うことが記載されている（１（７）イ）。

③そして，平成１１年末ころに労働基準監督署の指導を受け，平成１２年こ

ろ以降浜岡原発においてもアスベスト対策が行われるようになったが，それ

以前においては，青服エリアや放射線管理区域外における作業についてマス

クの着用が徹底されていなかったなど（１（６）エ，（７）イ）アスベスト

の有害性を意識したアスベスト対策は何ら実施されていなかったのである。

被告らは，平成１２年以前もガスケットの交換作業の際には濡れたウエスを

使用していたから，アスベストが飛散することはなかったと主張するが，濡
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れたウエスを使用した主眼はガスケット等をはがしやすくする点にあった

ところ，証人 Ｆや証人 Ｇもボルトを緩めた際に半分とれかかった場合は

濡らさないこともあった，サンドペーパーは濡らさないで使用したなどと証

言しているのであり，アスベストのかすや錆の飛散防止という観点から湿潤

化が図られていたものではないから，それによりアスベストの飛散が完全に

防止されていたとは認め難いものである。平成１２年以前のマスクの着用に

ついても，ほとんどはガスケット等をはがした後にほこりが舞うことが予想

された場合に着用したというのであり（１（６）エ），ガスケット等をはが

す際には着用されていないし，アスベスト繊維自体目に見えない微細な物で

あるから（１（１）ア）， Ｄが吸入した可能性を否定することはできない。

④なお，被告らは， Ｄが野口工業に入社する以前の昭和５６年３月から昭

和６０年５月までの間，かつお一本釣り漁船で漁師として稼働していたこと

から，その間にアスベストにばく露したと考えるのが自然であると主張する

ところ，証拠（甲Ｂ２）によれば，平成１１年度から平成１５年度までの間

に労災認定された中皮腫の産業分類別件数によると，船舶製造・修理業が５

４例（２３．５％），石綿製品製造業が４７例（２０．４％），建設・解体

作業２６例（１１．３％），断熱作業１９例（８．３％）の順となっており，

船舶製造・修理業が最も多いところではある。これは，船舶に耐熱性・断熱

性のあるアスベストが多用されていることによるものであるが，漁師として

船舶に乗り込むことと船舶を製造・修理することを直ちに同視することはで

きないものであって， Ｄが漁師として乗船していたとしても（１（４）），

そのことから，直ちにその間にアスベストにばく露したということはできな

い。以上の点を考慮すると， Ｄは，浜岡原発の作業中にアスベストにばく

露したものと認められる。 

（２）ア 次に，被告らの安全配慮義務の有無について検討する。 
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     イ 安全配慮義務は，ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係

に入った当事者間において，当該法律関係の付随的義務として当事者

の一方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務として一般に認

められるべきものである（最高裁判所昭和５０年２月２５日第三小法

廷判決・民集２９巻２号１４３頁）。 

       そして，注文者と請負人との間において請負という契約の形式をと

りながら，注文者が単に仕事の結果を享受するにとどまらず，請負人

の雇用する労働者から実質的に雇用関係に基づいて労働の提供を受

けているのと同視しうる状態が生じていると認められる場合，すなわ

ち，注文者の供給する設備，器具等を用いて，注文者の指示のもとに

労務の提供を行うなど，注文者と請負人の雇用する労働者との間に実

質的に使用従属の関係が生じていると認められる場合には，その間に

雇用関係が存在しなくとも，注文者と請負人との請負契約及び請負人

とその従業員との雇用関係を媒介として間接的に成立した法律関係

に基づいて特別な社会的接触の関係に入ったものとして，信義則上，

注文者は当該労働者に対し，使用者が負う安全配慮義務と同様の安全

配慮義務を負うものと解するのが相当である。これは，注文者，請負

会社及び下請会社と孫請会社の従業員との間においても同様に妥当

する。 

     ウ（ア）野口工業は，独立の有限会社であるとはいえ，その業務のほと 

んどは浜岡原発内の補機等の保守点検作業であり（１（６）ウ）， 

その作業は注文者である被告中部電力から被告中部プラントサー 

ビスが請け負い，同被告から被告太平電業が請け負い，さらに同 

被告から野口工業が請け負ったものであった（１（５）ア）。 

（イ）被告太平電業は，作業現場に工事担当者を置いて野口工業の現
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場作業指揮者を指揮監督し，朝礼を主宰した。工事担当者は，野

口工業の作業員に代わって実際に作業を行うこともあった（１

（５）イ）。そうすると，被告太平電業は野口工業の従業員であ

った Ｄから実質的に雇用関係に基づいて労働の提供を受けてい

るのと同視しうる状態が生じていたと認められるから，安全配慮

義務を負う。 

（ウ）被告中部プラントサービスは，実際の作業手順，作業スケジュ

ールを記載した作業手順書及び作業工程表を作成し，これをもと

に野口工業ら２次下請業者の現場作業指揮者が細かい施行方法を

決定していた。 

     また，被告中部プラントサービスは，作業全般の調整業務を行

う現場責任者と作業現場の監督をする現場監督者を選任してい

たところ，現場監督者はほぼ現場に常駐し，朝礼や現場での打合

せに参加するほか，被告太平電業の工事担当者を通じて作業を監

督した。 

     そして，被告中部プラントサービスは，工事要領書を作成して

いたところ，これには点検工事に当たって被告中部プラントサー

ビスの現場監督者が留意し作業員に対して指導確認すべき重要

管理項目等が詳細に記載されていた（１（５）イ）。 

     このような事情によれば，被告中部プラントサービスは現場監

督者による被告太平電業の工事担当者に対する指示という形で

間接に野口工業の従業員である Ｄを指揮監督しており，また必

要があれば Ｄに直接指示を行うことも可能であったといえる

から，請負人の雇用する労働者から実質的に雇用関係に基づいて

労働の提供を受けているのと同視しうる状態が生じていたと認
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められるから，安全配慮義務を負う。 

（エ）被告中部電力は，作業現場である浜岡原発の敷地・建物を所有・ 

管理し，放射線管理の観点から作業員の出入り等を厳重にチェッ 

クしていた。また，作業員に対し防護服，工具の一部及び材料等

を提供し，請負会社である被告中部プラントサービスに対し定期

点検の実施要領である工事仕様書を渡していた（１（５）ア，イ）。

しかし，工事仕様書に記載される事項は概括的な事項にとどまっ

ており（１（５）ア），社員を現場に常駐させていたわけではな

く，進行状況については被告中部プラントサービスの現場監督者

に対して適宜報告を求め，また品質管理の観点から重要項目につ

いて現場監督者に立会いを求めていたにとどまるものであるから

（１（５）イ），野口工業の雇用していた Ｄから実質的に雇用

関係に基づいて労働の提供を受けているのと同視しうる状態が生

じていたとは認められず，安全配慮義務を負うものではない。 

     エ（ア）そこで，被告中部プラントサービス及び被告太平電業の安全配 

慮義務違反の有無について検討する。 

（イ）安全配慮義務の前提として，使用者が認識すべき予見義務の内

容は，生命・健康という被害法益の重大性に鑑み，安全性に疑念

を抱かせる程度の抽象的な危惧であれば足り，必ずしも生命・健

康に対する障害の性質，程度や発症頻度まで具体的に認識する必

要はないと解される（福岡高等裁判所平成元年３月３１日判決・

判例時報１３１１号４５頁）。 

     上記認定事実によれば，シール材は，明治時代に生産が開始さ

れた我が国における代表的な石綿製品であり（１（１）ア），継

続的にシール材を取り扱っていた被告中部プラントサービス及
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び被告太平電業は，当然，シール材にアスベストが使用されてい

たことを認識していたものと推認できる（提出されている証拠

上，平成６年に作成されたシール材の製品安全データシートにも

アスベスト含有が記載されている。）。仮に，被告中部プラント

サービス及び被告太平電業がシール材にアスベストが含有され

ていることを認識していなかったとしても，上記のような点に鑑

みれば，被告中部プラントサービス及び被告太平電業は，シール

材にアスベストが含有されていることについて予見可能であっ

たと認められる。そして，昭和３５年にはじん肺法が施行され，

昭和４６年制定の旧特化則やその後の特化則でアスベスト粉じ

んが発散する屋内作業場における局所排気装置の設置や呼吸用

保護具の備付け等の規制が設けられ，昭和４７年にはＩＬＯやＷ

ＨＯがアスベストのがん原性を認めて国際的な知見が確立され，

昭和５０年改正の特化則で石綿作業の湿潤化等の規制が設けら

れ，昭和５１年には石綿代替化に関する通達が出されているので

あるから（１（３）），被告中部プラントサービス及び被告太平

電業は，シール材の危険性について少なくとも安全性に疑念を抱

かせる程度の抽象的な危惧を有することができたというべきで

ある。 

      したがって，被告中部プラントサービス及び被告太平電業にシ

ール材の危険性についての予見可能性が認められる。 

（ウ）アスベストの粉じんは，これを人が吸引した場合には，悪性中

皮腫等を発症させて人の生命・健康を害する危険性があるところ

（１（１）ア，（２）），被告中部プラントサービス及び被告太

平電業は，上記のとおり，これを予見することが可能であったと
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いえるから，労働者が石綿の粉じんを吸入しないようにするため

に万全の措置を講ずべき注意義務を負担していたと解される。 

     具体的には，被告中部プラントサービス及び被告太平電業に

は，アスベストが使用されている材料をできる限り調査して把握

し，野口工業の現場作業指揮者や作業員である Ｄらに対して周

知すべき注意義務がある。また，アスベストの人の生命・健康に

対する危険性について教育の徹底を図り， Ｄらに対してマスク

着用の必要性について十分な安全教育を行うとともに，アスベス

ト粉じんの発生する現場で工事の進行管理，作業員に対する指示

等を行う場合にはマスクの着用や湿潤化を義務付けるなどの注

意義務があった。 

     そして，被告中部プラントサービス及び被告太平電業は，平成

１１年まで上記の義務を自覚的に履行しておらず，平成１１年末

ころの労働基準監督署による指導をきっかけにして，マスク着用

や湿潤化の徹底及びアスベスト教育などのアスベスト対策を始

めたものである（１（７）イ）。かかる経緯からすれば，上記義

務を履行していなかった被告中部プラントサービス及び被告太

平電業には安全配慮義務違反が認められる。 

     なお，シール材をアスベスト非含有の製品に代替する義務につ

いては，シール材を提供していたのは被告中部電力であったこと

（１（５）イ），シール材の特性により現在に至ってもアスベス

ト非含有の製品に代替することは困難であること（１（１）イ）

などを考慮すれば，かかる義務違反は認められない。 

     オ したがって，被告中部プラントサービス及び被告太平電業について，

昭和６１年から平成１１年までの間アスベスト対策を行ってこなか
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った点につき安全配慮義務違反が認められる。 

  （３）次に，被告らの安全配慮義務違反と Ｄの死亡との間の因果関係の有無

について検討する。この点については，以下の点を指摘することができる。

①被告中部プラントサービス及び被告太平電業において平成１２年以前

にはマスク着用や湿潤化の徹底や安全教育などのアスベスト対策を執っ

てこなかったために， Ｄがガスケット等の交換作業の際にアスベストに

ばく露したものであるから，上記被告らの安全配慮義務違反により Ｄは

アスベストにばく露したものということができる。②そして，余熱除去ポ

ンプ等に使用されていたガスケット等に含有されていたアスベストはク

リソタイルであるところ（１（７）イ，（９）ア（ア）），クリソタイルが

中皮腫を発症させるリスクは他のアスベストであるクロシドライトやア

モサイトに比べて小さいと推測されているものの，単独で中皮腫を発症さ

せるリスクがあるとされている（１（２））。③被告らは，記録が残ってい

る平成１４年４月１日から平成１６年８月１８日までの実績に基づいて

青服エリアや放射線管理区域外における作業が少なかったことを指摘す

るが，そもそもそれ以前の作業状況は明らかではないし，中皮腫は石綿肺

や肺ガンを起こす程度の吸入量よりもはるかに少ないばく露量（短期間，

間歇的，低濃度）で発症するとされているのである（１（２））。④ところ

で，平成１１年度から平成１５年度までの間に腹膜中皮腫として労災認定

された４２人について，石綿ばく露開始から中皮腫発症の症状確認日まで

の潜伏期間は，平均４２．３年，中央値４３．５年，最大５２．３年，最

小２７．３年であるところ（１（２））， Ｄは昭和６１年に野口工業に入

社し（１（４）），ガスケット等の交換作業に従事するようになり，平成１

６年に中皮腫を発症した（１（８））ものであるから，その潜伏期間は１

８年であり，上記事例と比較すると短い点が指摘できる。しかし，中皮腫
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全体について見ると，潜伏期間の平均は３９．４年，最小は１１．５年で

あるし（１（２）），そもそも上記の数値は平成１１年度から平成１５年度

までの５年間という限られた期間の中でのものであり，また，腹膜中皮腫

はその症例数が少ないものであるから，それをもっておよそ潜伏期間１８

年で発症することはあり得ないなどということはできないものである（な

お，被告らは， Ｄが昭和５６年３月から昭和６０年５月までの間漁船で

漁師として従事していたとして，その間にばく露した可能性を指摘すると

ころ， Ｄは昭和５７年４月ころから勇喜漁業でカツオ漁に従事していた

が，それでも潜伏期間は２２年であり，上記統計の最小値に及ばないもの

である。）。以上の点を考慮すると， Ｄは被告中部プラントサービス及び

被告太平電業の安全配慮義務違反によりアスベストにばく露し，それが原

因で中皮腫を発症して死亡したものと認められ，上記被告らの安全配慮義

務違反と Ｄの死亡との間には因果関係があると認められる。 

  （４）ア 被告中部電力の工作物責任の有無について検討する。 

     イ 工作物責任は，工作物が通常有すべき安全性を欠くときに認められ，

工作物の構造，用法，場所的環境及び利用状況等の事情を総合考慮し

て具体的個別的に判断すべきであると解される（最高裁判所昭和５６

年１２月１６日大法廷判決・民集３５巻１０号１３６９頁参照）。 

     ウ 上記認定事実によると，シール材はポンプに配管を連結する箇所等

に使用される原子力発電所において必須の部品であり耐熱性，強度な

どの点でアスベスト含有製品の使用が適していること，シール材につ

いては現在においても法令によってアスベストの使用禁止から除外

されていること，アスベスト非含有の適当な代替品が当時なかったこ

とが認められる（１（１）イ）。そうすると，アスベスト非含有の代

替品を使用することは当時としては不可能ないし著しく困難であっ
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たといえるから，社会通念上，工作物が通常有すべき安全性を欠くと

いうことはできない。 

     エ したがって，被告中部電力について工作物責任は成立しない。 

  （５）以上の結果， Ｄにおける腹膜中皮腫の発症及び Ｄの死亡は，被告

中部プラントサービス及び被告太平電業の安全配慮義務違反によって生

じたものと認められ，同被告らは，共同不法行為者として，これによっ

て生じた損害を連帯して賠償する責任を負う。 

  （６）ア 損害の発生及びその額について検討する。 

     イ 上記認定事実によると，被告中部プラントサービス及び同太平電業

の上記行為と相当因果関係を有する Ｄの損害は以下のとおりであ

ると認められる。 

     （ア）逸失利益 

  Ｄの基礎収入は，発症前の実収入額である年額３７４万６４０

４円と認めるのが相当である。原告らは，賃金センサスの平均賃金

を収入額とすべきであると主張するが， Ｄが将来平均賃金を得ら

れた蓋然性があることを認めるに足りる証拠はなく，原告らの主張

は採用できない。 

   そうすると， Ｄの逸失利益は以下のように算定される。 

             年収    生活費控除率  ２８年間のライプニッツ係数 

        ３７４万６４０４円×（１－０．３）×１４．８９８１ 

          ＝３９０７万００１１円（１円未満切り捨て。以下特段の記載がない限

り同様とする。） 

      （イ）入院慰謝料 

         Ｄの入院期間が約１０月であったことを考慮し，３００万円と

するのが相当である。  
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      （ウ）死亡慰謝料 

           Ｄは，両親，妻及び就学中の子２人を扶養しており，一家の支

柱であったと認められるから，死亡慰謝料は２８００万円とするの

が相当である。 

     （エ）葬祭関係費用 

        １５０万円が相当である。 

    ウ（ア）相続 

        上記 Ｄの損害賠償請求権（合計額７１５７万００１１円）を妻

である原告 Ａ は２分の１（３５７８万５００５円），子である

原告 Ｂ及び同 Ｃは各４分の１（各１７８９万２５０３円。１円

未満四捨五入）の割合で相続した。 

     （イ）損益相殺 

         ａ 原告 Ａ は，口頭弁論終結時までに平成１７年７月分から平

成２３年９月分までの労災保険年金として１２４６万１８５２

円（甲Ｃ３，弁論の全趣旨），労災葬祭料として６２万２９５０

円（甲Ｃ２），平成１７年９月分から平成２３年１０月分までの

遺族厚生年金として９７２万５２５６円（甲Ｃ４）を受領してい

ることが認められる。 

       ｂ 相続人のうちに，遺族年金の受給権を取得した者があるときは，

遺族年金の支給を受けるべき者につき，支給を受けることが確定

した遺族年金の額の限度で，その者が加害者に対して賠償を求め

得る損害額からこれを控除すべきものであるが，いまだ支給を受

けることが確定していない遺族年金の額についてまで損害額か

ら控除することを要しない（最高裁判所平成５年３月２４日大法

廷判決・民集４７巻４号３０３９頁）。 
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         本件において，遺族年金である労災保険年金の給付は，支給す

べき事由が生じた月の翌月から始め，支給を受ける権利が消滅し

た月で終わるものであるから（労働者災害補償保険法９条１項），

原告 Ａ について労災保険年金の受給権の喪失事由が発生し

た旨の主張のない本件においては，口頭弁論終結の日である平成

２３年１０月２１日現在で原告 Ａ が同年１０月分までの労

災保険年金の支給を受けることが確定していたものである。そし

て，労災保険年金等支払証明書（甲Ｃ３）によれば，原告 Ａ に

ついて平成２３年度における労災保険年金２か月分の支給額は

３０万２１７９円であり，１か月分の支給額は１５万１０８９円

であると認められる。 

         よって，本件において，上記損害額から控除すべき労災保険年

金の額は，原告 Ａ が既に支給を受けた１２４６万１８５２円

と口頭弁論終結時において支給を受けることが確定していた同

年１０月分１５万１０８９円の合計額である１２６１万２９４

１円というべきである。 

       ｃ 相続人が受給権を取得した遺族厚生年金等を損害賠償の額から

控除するに当たっては，現にその支給を受ける受給権者について

のみこれを行うべきものである（最高裁判所平成１６年１２月２

０日第二小法廷判決・裁判集民事２１５号９８７頁）。 

         よって，本件においては，原告 Ａ についてのみ上記損害賠

償請求権から損益相殺による控除をすべきものである。 

       ｄ 原告 Ａ の相続した上記損害賠償請求権（３５７８万５００

５円）から，これらの損益相殺の対象となる給付（合計額２２９

６万１１４７円）を控除すると，原告 Ａ の損害賠償請求権の
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額は１２８２万３８５８円となる。 

      （ウ）弁護士費用 

          本件事案の内容，難易等に照らすと，相当因果関係のある弁護士

費用は，原告 Ａ 分につき１２８万円，同 Ｂ及び同 Ｃ分につ

き各１７８万円が相当であると認められる。 

    エ したがって，原告 Ａ につき１４１０万３８５８円，同 Ｂ及び同 

Ｃ  につき各１９６７万２５０３円の損害賠償請求権が認められる。

また， これらの損害賠償請求権について，不法行為日として Ｄの死

亡日である平成１７年６月８日から支払済みまで年５分の遅延損害金

が生ずる。 

      なお，本件において，原告 Ｂ及び原告 Ｃは各１９００万７７３５

円及びこれらに対する遅延損害金を請求しているから，原告Ｂ及び原告  

Ｃについては請求額の限度で認容される。 

 ３ 結論 

  以上によれば，原告らの被告中部電力に対する請求はいずれも理由がないか

らこれを棄却し，原告 Ｂ及び原告 Ｃの被告中部プラントサービス及び被告

太平電業に対する請求はいずれも理由があるからこれらを認容し，原告 Ａ 

の被告中部プラントサービス及び被告太平電業に対する請求は主文の限度で

理由がある。 

  よって，主文のとおり判決する。 

  静岡地方裁判所民事第１部 

 

  裁判長裁判官  足 立  哲 
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     裁判官  大 久 保   俊 策 

 

 

     裁判官  加 藤 優 治 


